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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (千円) － － 38,829,043 35,079,711 29,977,734

経常利益 (千円) － － 1,908,053 1,909,334 2,567,331

当期純利益 (千円) － － 1,061,551 1,475,914 1,703,875

純資産額 (千円) － － 17,492,139 18,058,616 24,454,061

総資産額 (千円) － － 29,465,193 29,137,787 32,042,975

１株当たり純資産額 （円） － － 140,737.63 145,128.40 141,701.89

１株当たり当期純利益 （円） － － 8,546.36 11,867.32 12,422.54

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
（円） － － 8,516.12 11,855.40 －

自己資本比率 （％） － － 59.4 62.0 76.3

自己資本利益率 （％） － － 6.3 8.3 8.0

株価収益率 （倍） － － 25.2 14.2 8.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － － 3,668,714 2,429,948 1,352,707

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － － △3,683,837 △2,079,219 △1,932,611

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － － △1,147,080 2,257,026 2,732,120

現金及び現金同等物の

期末残高
(千円) － － 6,732,601 9,340,357 11,492,574

従業員数

［ほか、平均臨時雇用

者数］

（名）
－

[－]

－

[－]

274

[207]

335

[184]

237

[141]

（注）１．第７期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載していません。

２．売上高には消費税等は含まれていません。

３．第９期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため、記載していません。

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

  2/108



(2）提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 (千円) 38,672,852 40,588,147 38,810,417 35,047,986 29,946,068

経常利益 (千円) 2,518,640 2,542,746 1,957,957 1,945,386 2,946,807

当期純利益 (千円) 2,768,479 3,092,881 1,111,605 1,425,804 1,720,238

持分法を適用した場合

の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 10,018,917 12,943,066 12,970,314 12,986,236 16,693,636

発行済株式総数 （株） 104,160 124,018 124,289 124,432 174,222

純資産額 (千円) 5,091,706 16,376,092 17,542,193 18,058,560 24,470,368

総資産額 (千円) 21,421,287 27,911,925 29,512,086 29,028,155 32,013,487

１株当たり純資産額 （円） 48,883.51 132,046.10 141,140.35 145,127.94 141,796.38

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間

配当額）

（円）
－

(－)

－

(－)

5,000

(－)

5,000

(2,500)

7,500

(3,750)

１株当たり当期純利益 （円） 26,589.06 25,667.07 8,949.33 11,464.40 12,541.84

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
（円） － 25,488.54 8,917.67 11,452.89 －

自己資本比率 （％） 23.8 58.7 59.4 62.2 76.4

自己資本利益率 （％） 74.8 28.8 6.6 8.0 8.1

株価収益率 （倍） － 15.4 24.0 14.7 8.2

配当性向 （％） － － 55.9 43.6 59.8

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 3,237,357 3,159,866 － － －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △2,519,395 △5,774,796 － － －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 114,692 5,529,000 － － －

現金及び現金同等物の

期末残高
(千円) 4,980,733 7,894,804 － － －

従業員数

［ほか、平均臨時雇用

者数］

（名）
260

[239]

282

[227]

271

[207]

312

[184]

227

[140]

（注）１．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権等を発行していますが、当社株式は

非上場であり期中平均株価が把握できませんので、記載していません。また、第９期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載していません。

２．第５期の株価収益率については、当社株式が非上場でしたので、記載していません。

３．売上高には消費税等は含まれていません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、第６期以前においては関連会社がないため、記載していませ

ん。また、第７期より連結財務諸表を作成しているため、記載していません。

５．第７期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載していませ

ん。
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２【沿革】

年月 沿革

平成12年３月 株式会社アッカ・ネットワークスを東京都板橋区に設立

平成12年４月 一般第二種電気通信事業者届出

平成12年８月 NTTコミュニケーションズおよびCovad Communications Group, Incと戦略提携に合意

平成12年10月 新事業創出促進法第11条の2第1項の規定に基づく事業者の認定取得

平成12年11月 本店を東京都千代田区へ移転

平成13年１月 ADSLサービス（下り1.5Mbps／上り512kbps）提供開始

平成13年５月 企業向けDSLサービス提供開始

平成13年９月 ADSL8Mサービス（下り8Mbps／上り1Mbps）提供開始

平成14年４月 第三者割当増資により資本金が100億円となる

平成14年10月 ADSL12Mサービス（下り12Mbps／上り1Mbps）提供開始 

平成14年12月 無線LAN試験サービス開始

平成15年３月 「ADSLエントリーサービス（1M）」（下り1Mbps／上り512kbps）提供開始

平成15年６月 IPv6/IPv4接続試験サービス開始

平成15年８月 ADSL26Mサービス（下り26Mbps／上り1Mbps）提供開始

無線LANサービス提供開始

平成16年２月 ADSL40Mサービス（下り40Mbps／上り1Mbps）提供開始

平成16年７月 640kサービス（下り640ｋbps／上り512kbps）・従量制サービス提供開始

平成16年10月 「IPv6/IPv4デュアルサービス」提供開始。

平成17年３月 ジャスダック証券取引所へ上場

平成17年４月 「ADSLエントリーサービス（3M）」（下り3Mbps／上り1Mbps）を提供開始（「ADSLエント

リーサービス（1M＆1M）」の下り速度1Mbpsを3Mbpsへ増速）

平成17年６月 企業向け光サービス提供開始

平成17年９月 「ADSLプライムサービス（50M超/12M）」（下り50.5Mbps／上り12.2Mbps）提供開始

平成17年12月 個人向け光サービス提供開始

平成18年２月 中堅・中小企業向け販売チャンネル強化を目的に株式会社アッカ・ソリューションズを設立

平成18年７月 モバイルWiMAXの実証実験を開始

平成19年１月 参加型ムービーコミュニティ「zoome（ズーミー）」開設

平成19年３月　 企業向け動画配信プラットフォームの提供開始　

平成19年７月 無線ブロードバンド事業企画会社として株式会社アッカ・ワイヤレスを設立

平成19年12月 WiMAX事業免許取得はならずも、無線ブロードバンド事業に本格的に参入することを決定

平成20年２月　 MVNOとして企業向けデータ通信サービス開始に向けて株式会社NTTドコモと基本合意

平成20年６月 参加型ムービーコミュニティ「zoome」の運営事業を分社化しzoome株式会社を設立

平成20年７月　 イー・アクセス株式会社との戦略的業務・資本提携に合意

平成20年８月　 イー・アクセス株式会社を割当先とする第三者割当増資により、同社の連結子会社となる

平成20年９月　 企業向け動画配信プラットフォーム提供事業を株式会社Jストリームへ譲渡

平成20年10月　 zoome株式会社の全株式をアイティメディア株式会社へ譲渡　

平成21年１月　 株式会社アッカ・ワイヤレスの全株式をイグナイト・グループ傘下の株式会社AGSアドバイザ

リーへ譲渡　

平成21年２月　 子会社株式会社アッカ・ソリューションズを吸収合併　

平成21年３月　 平成21年6月25日を効力発生日として、当社を吸収合併消滅会社、イー・アクセス株式会社を吸収

合併存続会社とする吸収合併に関する合併契約締結
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３【事業の内容】

　当社グループは、コミュニケーションサービスカンパニーとして、個人や企業がより優れたコミュニケーション手

段を利用して、課題の解決や夢の実現を図ることをお手伝いすることを経営の基本理念とし、個人および企業に対

してブロードバンドアクセスサービスを提供することを主たる事業としています。

  具体的には、DSL（*1)および光回線を利用し、常時接続・料金定額制でありかつ高速・大容量のデータ通信が可

能なブロードバンドアクセス回線の提供とそのために必要なユーザサポートの提供を行っています。

　当社の主要な事業は以下のとおりです。

①　個人向けインターネット接続サービス 

　個人向けには、提携する国内の大手ISP（Internet Service Provider: インターネット接続事業者）を通じ、高い技術

力と定評のあるカスタマーサポート力により、高品質でコストパフォーマンスの高いインターネット接続サービ

スを提供しています。当社は、他社との差別化と顧客満足度の向上を図るため、常に新しい技術の開発や採用に積

極的に取組んでおり、主力のDSLサービスにおいてはお客様の目的・予算にあわせて選べる多彩なサービスメ

ニューを用意しています。　

②　企業向けデータ通信サービス

  当社の企業向けデータ通信サービスは、インターネットにアクセスするための手段およびIP-VPN(*2)や広域イー

サネット(*3)といった企業ネットワークへのアクセス手段として利用されています。当社は、

NSP(Network Service Provider: 大手通信事業者)を通じ、設立当初より企業向けサービス向けに構築されたネット

ワークとこれまで培ってきたネットワークオペレーションにより、高セキュリティで帯域保証型のDSL/光アクセス

サービスを提供しています。さらに、企業向けオーダー専任スタッフによるきめ細かな開通サポートや24時間365日

の監視・駆けつけ保守対応など充実したサポートは企業ユーザからの高い評価を得ており、当社サービスは多くの

企業に導入されています。

(*1) DSL(Digital Subscriber Line)：電話用銅線ケーブル（加入者線）を使う高速デジタル伝送方式の総称。DSLには

ADSL、SDSL、VDSL等がある。

(*2) 通信事業者の保有する広域IP(Internet Protocol)通信網を経由して構築される仮想私設通信網

(Virtual Private Network)

(*3) イーサネットで使用されているスイッチングハブ(ネットワークの中継機器の一種)を組み合わせて構築した、

100km単位の大型ネットワーク。

（当社のサービス・料金の支払の流れ）

　個人のインターネット利用者が、当社が提供するDSL接続サービス及び光接続サービスの主たる個人エンドユーザ

にあたります。当社は、ホールセールを行っているため、DSL接続回線及び光接続回線の直接の販売先である提携先

ISPから、また、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、NTT コムといいます。）または株式会社

エヌ・ティ・テイ　ピー・シー　コミュニケーションズ（以下、NTT PCといいます。）を経由しての場合は提携先ISP

から直接でなくNTTコム、NTT PCから、当社のDSL接続サービスもしくは光接続サービスを利用する回線数などに応

じたDSL／光回線使用料を毎月受け取っています。

　また企業内でインターネットや企業ネットワークを使用する企業が主たる企業エンドユーザにあたります。当社

は、同様にDSL接続回線や光接続回線の提携先NSPから当社のDSL接続サービスや光接続サービスを利用する回線数

及び当該サービスの料金体系に応じたDSL／光回線使用料を毎月受け取っています。
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[事業系統図]

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。
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イー・アクセス株式会社

　当社は、イー・アクセス株式会社の連結子会社で同社との出資及び資産譲渡契約書に基づき、業務統合の推進による

経営効率の最大化に共同で取組んでいます。

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（NTT地域会社）

　当社は、NTT地域会社との間で相互接続協定を締結し、NTT地域会社からNTT回線の提供を受け、NTT収容局スペース

を賃借するコロケーションを行っています。当社は、NTT地域会社に対してNTT回線使用料及びコロケーション料を支

払います。

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

　当社は、NTTコムとの間で中継回線使用契約等を締結し、同社からの中継回線の提供を受け、同社の中継局スペースを

賃借しています。当社は、同社に対して中継回線使用料及び中継局舎家賃を支払います。

　なお、同社に対しては当社とNTTコム間の相互接続協定において規定されているDSL接続回線等の提供を行っていま

す。当社がNTTコムに提供するDSL接続回線は、同社のISP・NSP事業で用いられるほか（NTTコムは上記の「当社の

サービス・料金の支払の流れ」のISP及びNSPにも該当します。）、NTTコムのISP向けバックボーン回線と組み合わさ

れたうえで、NTTコムを経由して他の当社の提携先ISPにも提供されています。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有又
は被所有割合

（％）
関係内容

（親会社）      

イー・アクセス株

式会社（注）
 東京都港区 18,364,689

ブロードバンドア

クセスサービス事

業

89

・業務統合の推進

により経営効率の

最大化を図る業務

・資本提携関係

・役員の兼務あり

（注）有価証券報告書を提出しています。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有又
は被所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）      

株式会社アッカ・

ソリューションズ

（注）１

 東京都千代田区 45,000

（1）ブロードバン

ドを中核としたソ

リューション・イ

ンテグレーション

などの事業開発及

びコンサルティン

グ業務

（2）各種キャリア

サービス、インテグ

レーション・ソ

リューションを扱

う代理店業務

（3）当社のブロー

ドバンド回線の再

販業務

100
当社ブロードバン

ド回線販売

（連結子会社）      

株式会社アッカ・

ワイヤレス

（注）２

 東京都千代田区 550,000
無線ブロードバン

ド事業
100 ・役員の兼務あり

（注）１．平成21年２月１日に当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社アッカ・ソリューションズは解散し

ています。

２．平成21年１月19日に株式会社アッカ・ワイヤレスの全株式を株式会社AGSアドバイザリーへ譲渡してい

ます。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

ブロードバンドアクセスサービス関連事業 　227（140）

その他 　10（1）

　　　　　　　　　合計 　237（141）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の各月末時点臨時雇用者数の単純平均雇用人員を（　）外

数で記載しています。

　　　　２．従業員数が前連結会計年度末に比べ98名減少しましたのは、映像コミュニケーション事業撤退等に対応した人員

適正化の為の特別転進制度導入によるものです。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

227（140）　 39.0 3.1 6,878

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は年間の平均人員を（　）外数で記載しています。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

３．従業員数が前事業年度末に比べ85名減少しましたのは、映像コミュニケーション事業撤退等に対応した人員

適正化の為の特別転進制度導入によるものです。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度において当社グループは、既存事業におけるコスト低減のため、年初から局内DSL設備の集約化な

どによるネットワーク費用やオペレーション費用等の削減に取り組み、また中長期的なネットワーク設備コストの

削減策の検討を進めてきました。さらに、8月からは親会社であるイー・アクセス株式会社との密接な連携のもと、

通信設備（主にモデム）の大量仕入れによる購入単価の低減や、倉庫・物流システムやお客様に対するオペレー

ション業務組織の統合と効率化によるコスト削減に全社をあげて取り組んでまいりました。加えて11月からは、両

社の完全なる一体化を目指した経営統合を目指し、相互の業務委託関係からさらに進んだ原価部門の一体的な運営

や当初事業提携の対象外としていた営業・マーケティング部門や間接部門の統合を実施しており、更なるシナジー

効果の実現とイー・アクセスグループとして事業の拡大に全力で取り組んでいます。

　当連結会計年度の当社グループの売上高は、継続するDSL市場の成熟化により前期を14.5％下回る29,977百万円

（前年同期35,079百万円）となりましたが、上記コスト削減策の成果により、営業利益は前期を30.6%上回る2,600百

万円（前年同期1,991百万円）、経常利益は前期を34.5%上回る2,567百万円（前年同期1,909百万円）となりました。

当期純利益については映像コミュニケーション事業撤退費用や売上高減少に対応した人員適正化の為の特別転進

制度導入関連費用、親会社との会計処理の統一に伴う「親子会社間の会計処理統一に伴う修正額」等を特別損失と

して計上しましたが、上記の営業利益の増加ならびにイー・アクセス株式会社との事業提携により大幅に改善した

コスト構造を踏まえての将来の利益計画に基づき繰延税金資産を見直した結果、前期を15.4%上回る1,703百万円

（前年同期1,475百万円）となりました。

　サービス別の当連結会計年度における進捗状況は以下のとおりです。

①　個人向けインターネット接続サービス

  当連結会計年度においては、DSLサービス新メニューによるキャンペーン活動や既存DSLサービス顧客へのプレ

ゼント企画等で解約抑止に努め、提携ISPとの連携強化により新規顧客獲得を推進してまいりました。また、11月か

らは親会社であるイー・アクセス株式会社と一体となったDSLサービス事業拡大施策を検討しており、来期以降の

成果につなげるべく全力で取り組んでいます。

  上記の結果、解約数は前期（1－12月）比約15％改善しましたが、DSL市場全体の成熟化の影響により新規獲得が

伸び悩んでいることから個人向けサービス全体の加入数は、平成20年12月末現在811千加入（平成19年12月末現在

962千加入）となり、当サービスの売上高は22,009百万円（前年同期比18.2％減）となりました。

②　企業向けデータ通信サービス

　当連結会計年度においては、企業向けの高い品質を維持しつつ価格競争力のある新光サービスの販売に注力し、順

調に加入数を拡大してまいりました。11月からは無線でのデータ通信サービスを保有するイー・アクセスグループ

と企業向け販売チャネル、営業ノウハウを独自に保有する当社グループが一体となった営業活動を行うことにより

更なる事業拡大を目指しています。

  上記により、企業向けサービス全体の加入数は、平成20年12月末現在48.8千加入（平成19年12月末現在50.1千加

入）となり、当サービスの売上高は6,795百万円（前年同期比2.9％減）となりました。

③  その他 

  映像コミュニケーション事業の撤退による売上減に加え、回線卸事業以外の付帯機器等の売上も減少しました

が、新たにイー・アクセス株式会社からのDSL設備使用料収入を加え、「その他」全体での売上高は1,172百万円

（前年同期比0.4％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度におけるキャッシュ・フローについては、営業活動による収入が1,352百万円（前年同期2,429百

万円）、投資活動による支出が1,932百万円（前年同期2,079百万円）、財務活動による収入が2,732百万円（前年同

期2,257百万円）となったため、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ2,152百万

円増加し、11,492百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前当期純損失は949百万円（前年同期は1,440百万円の税金等調整前当期純利益）となり、これに非資

金的支出である減価償却費2,103百万円（前年同期1,932百万円）、親子会社間の会計処理統一に伴う修正額2,864百

万円を加え、イー・アクセスからのDSL設備取得に伴うリース債権の増加額3,222百万円の支出により、営業活動に

よるキャッシュ・フローは1,352百万円の増加（前年同期2,429百万円の増加）となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　主としてネットワーク機器等の有形固定資産及び無形固定資産の取得の結果、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは1,932百万円の減少（前年同期2,079百万円の減少）となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　イー・アクセス株式会社を割当先とした第三者割当による新株式の発行により7,414百万円及び短期借入金の増

加による3,000百万円の収入に対し、長期借入金の返済4,957百万円、また自己株式の取得1,999百万円と配当金の支

払725百万円等の支出により、財務活動によるキャッシュ・フローは2,732百万円の増加（前年同期2,257百万円の増

加）となりました。
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２【仕入、受注及び販売の状況】

（1）仕入実績

当連結会計年度における仕入実績は次のとおりです。

区　　分 金　　額（千円） 前年同期比（％）

ブロードバンドアクセスサービス関連

事業
403,964 △67.2

その他 － －

合　　計 403,964 △67.2

　（注）　上記金額に消費税等は含まれていません。

（2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っていないため記載すべき事項はありません。

（3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。

区　　　分 サービス品目 金　　額（千円） 前年同期比（％）

ブロードバンドアクセスサービ

ス関連事業
個人向けインターネット接続サービス 22,009,614 △18.2

　 企業向けデータ通信サービス 6,795,846 △2.9

　 合　計 28,805,461 △15.1

そ　　の　　他 　 1,172,273 0.4

合　　　計 29,977,734 △14.5

　（注）１．上記金額に消費税等は含まれていません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

です。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

売上高
（千円）

割合（％）
売上高
（千円）

割合（％）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ

株式会社
12,846,320 36.6 11,072,543 36.9

株式会社エヌ・ティ・ティ ピー・シー コ

ミュニケーションズ
6,721,151 19.2 5,840,299 19.5

ＫＤＤＩ株式会社 3,959,702 11.3 3,328,605 11.1

（注）上記金額に消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

  ブロードバンドアクセスサービス市場では、顧客ニーズは多様化しており、それらニーズを実現する技術革新や通

信インフラの整備・拡大も着々と進行しています。このような環境変化に対応し、新たなサービスや事業を展開する

ためには、既存事業における収益力を維持、向上させることが最も重要な課題です。そのため、コスト面での効率化を

徹底的に追求しながら、魅力ある新しいサービスを継続的に開発し提供しつつ新たな販売チャネルの開拓により顧

客基盤の拡大を図ることが必要です。

　当社は、こうした課題に着実に対処するため、イー・アクセス株式会社との資本関係を強化し、同社の連結子会社と

なっております。同社との業務統合、経営統合による業務効率化、コスト削減の早期実現及び同社と一体となっての

将来ビジョンの具体化は非常に重要な課題であります。

①  徹底的な経営効率化とコスト削減について

  現在、当社グループは、DSL市場の縮退に伴う売上の減少に直面しており、その売上の減少に対応した徹底的なコ

スト削減を進めることが極めて重要な経営課題であると認識しています。このため、ネットワーク関連費用を含む固

定的経費や変動費単価など原価の削減に積極的に取り組みます。また、個々の案件やサービスについても収益性を注

視しながら選択と集中を行ない、最適な経営資源の活用を図っていきます。

②　顧客基盤の拡大について

　当社グループは、現在、主にDSL/光回線のホールセール（卸売り）によるDSLサービス及び光サービスの提供を

行っており、より厳しくかつ多様化した新しい顧客のニーズに対し迅速かつ的確に対応するため、直接の販売先であ

るISP・NSP各社との強固なパートナーシップを構築し、加入者獲得・維持及び解約防止に努めていきます。

　特に企業向けデータ通信サービスにおいては、創業以来のISP・NSPや大手通信事業者に加え、これら事業者ととも

にエンドユーザーと直接対応しているシステムインテグレーター、ネットワークインテグレーターとも関係を強

化することにより、当社サービスの受注確度を高めるよう努めていきます。

③　イー・アクセス株式会社との業務統合・経営統合について

　当社グループは、親会社であるイー・アクセス株式会社と、設備保守業務、ネットワーク保守運用業務、モデムレン

タルスキーム、モデム物流・オペレーション業務、およびカスタマーサポート業務の統合を行い、業務効率化と規模

の拡充によるコスト削減に着手しています。

　さらには、合併による両社の完全なる一体化を目指した経営統合を実現することを計画しており、この経営統合を

見据え、個別業務の統合に留まらない上記原価部門の一体的な運営や、営業・マーケティング部門や間接部門の

統合を行い、事業の収益力の維持・向上を目指します。

　なお、合併が行われる場合には、当社の普通株式はジャスダック証券取引所の株券上場廃止基準に従い、所定の手続

を経て上場廃止となる見込みです。

④　財務上の課題

　当社グループは、通信サービスを安定的に提供するためのネットワーク機能の強化や新たなサービスの開発・提

供、サポートサービス充実など事業活動に必要な資金を継続的に確保するために、前述のとおり徹底的なコスト削

減を通じ収益基盤を強化し、株主還元を重視しながらも安定した財務基盤の維持に努め、資金調達力の強化とその多

様化を図っていきます。

⑤ 情報セキュリティの強化について

  当社グループは顧客情報および顧客の個人情報を扱っており、これらを適切に管理する事が最重要課題の一つで

あるということを役職員全員に徹底しています。

チーフ・コンプライアンス・オフィサ（CCO）（注）のもと、「リスク管理室」が主体となって、全社的なリスク管

理および情報セキュリティ強化のための体制を整備しており、具体的には、各種規程の整備、社員教育等を実施

しています。

　また、各部門および部署の委員から構成される情報セキュリティ委員会を通じて情報セキュリティ向上に向けた施

策の検討、全社への施策徹底を行ない、情報セキュリティ監査や情報セキュリティ教育を実施し、顧客情報の流

出の再発防止に継続的に取り組んでいます。

　なお、平成19年1月には、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格である「ISO/IEC 27001:2005=JIS Q

 27001:2006」（通称：ISO27001）の認証を、顧客情報を取り扱う全部署において取得しています。

　今後とも引き続き情報セキュリティ強化策の運用を徹底しつつ、個人情報保護法を遵守し、万全の体制での事業運

営に努めていきます。

（注）平成20年７月１日付にて、持続的成長の実現を目指し、経営戦略上重要な基盤となる内部統制システム構築の

積極的な推進と、情報セキュリティを含むトータルリスクマネジメントシステムを整備・促進するためにチーフ・

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

 13/108



コンプライアンス・オフィサ（CCO）を新設しました。このことにより、平成20年６月まで情報セキュリティ管理の

責任者であったチーフ・セキュリティ・オフィサ（CSO）は廃止となっています。

４【事業等のリスク】

　当社のグループ事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項について、当連結会計年度末現

在における判断に基づき記載しています。

・ 解約数の増加 

当社グループの収入の大部分は、個人向けサービスにおいてISPから加入数に応じて受け取るDSL回線の使用料で

あり、当社グループの業績は当該サービスの加入者の増減に大きく影響を受けます。ブロードバンド市場において

他社光サービスの普及が飛躍的に拡大した場合、DSLサービスの解約数及び解約率が増大する可能性があります。

従って、当社グループの予想以上に解約が進み、計画どおりの加入者を獲得・維持することができない場合には、当

社グループの業績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

・ 特定顧客の事業方針変更

当連結会計年度において、特定顧客の上位３社からの当社グループの売上高は全売上高の６割以上を占めていま

す。特定顧客との契約の継続が困難になった場合、また特定顧客の事業方針が変更になった場合にも、当社グループ

の業績及び財政状態が大きく変動する可能性があります。

・ 技術革新による設備の陳腐化

当社グループは、ブロードバンド技術の革新への対応に努めていますが、万一その対応が遅れた場合には競争力

の低下につながり、新規加入者の獲得に支障が生じる可能性があります。また、技術革新により、当社グループが設

備投資を行った資産が急速に陳腐化することによって資産評価が著しく下がり、それにより損失を被る可能性があ

ります。一方、設備投資においては投資効果を検証し投資計画の策定を行っていますが、新たな技術の開発・導入や

これに伴う新しいサービスを提供するために、投資計画の変更・見直しを余儀なくされる可能性があります。

・ 電話回線の中断等 

当社グループは、他社が保有する電話回線を使用してDSLサービスを提供しているため、当該回線が何らかの事由

により中断もしくは使用できなくなった場合、当社グループはDSLサービスの提供ができなくなり、事業活動に大き

な影響が生じる可能性があります。また、同様に当社グループは、他社が保有する中継回線を使用するため、当該回

線が何らかの事由により中断もしくは使用できなくなった場合、当社グループはサービスの提供ができなくなるた

め、事業活動に大きな影響が生じる可能性があります。

・ 行政処分等

当社グループは、ブロードバンドアクセス事業を営業するため電気通信事業者の届出を総務省に行っています。

当社グループが電気通信事業者として何らかの事由により、総務省その他の監督官庁から行政処分等を受けた場合

には、事業に悪影響が及ぶ可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）NTT地域会社及びNTTコムの所有する回線使用に関する契約について

　当社は、以下の契約によりNTT地域会社から電話回線の提供とNTTコムからの中継回線の提供を受けています。

相手先の名称 契約名称（内容） 契約開始 契約期間

東日本電信電話株式会社 相互接続協定（改正前の電

気通信事業法38条の２に規

定に基づき、NTT地域会社

の契約約款の条件により

NTT地域会社の電気通信設

備に接続しています。）

平成12年10月 契約期間の定めはありませ

ん。

西日本電信電話株式会社 平成12年12月

エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社

卸電気通信サービスに関す

る契約書（NTTコムの所有

する中継回線を当社が使用

するための契約です。）

平成14年３月 契約期間の定めはありませ

ん。

(2）主要ISPとの契約について（提携先ISP・NSPに接続回線を直接に提供する場合）

　当社は、ISP・NSPとの間に相互接続協定またはDSLサービスに関する基本契約を締結し、DSL接続回線を提供して

います。当社の主な提携先との契約は以下のとおりです。

相手先の名称 契約名称（内容） 契約開始 契約期間

エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社

相互接続協定（当社と各社

の電気通信設備との相互接

続に関する条件を定めてい

ます。）

平成12年12月 契約期間の定めはありませ

ん。

KDDI株式会社 平成13年２月

(3）NTTコム・NTT PCとの契約について（NTTコムまたはNTT PCを経由して提携先ISPに接続回線を提供する場合）

相手先の名称 契約名称（内容） 契約開始 契約期間

エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社

卸電気通信役務に関する契

約書（当社がNTTコムに対

し、DSL回線卸サービスを

提供するための契約で

す。）

平成15年３月 平成19年３月31日までであ

り、事前の申し出ない限り

更に１年間自動更新されま

す。

株式会社エヌ・ティ・ティ

ピー・シー　コミュニケー

ションズ

xDSLサービスに関する基

本契約書（当社が提供する

DSLサービスの条件を定め

ています。）

平成13年７月 １年間であり、事前の申し

出ない限り更に１年間自動

更新されます。

(4）イー・アクセス株式会社との契約について

相手先の名称 契約名称（内容） 契約開始 契約期間

イー・アクセス株式会社 出資及び資産譲渡契約書

（イー・アクセスが当社の

発行する募集株式を引き受

けること及び当社がイー・

アクセスの所有するADSL

事業に係る資産を譲り受け

る契約です。）

平成20年７月 契約期間の定めはありませ

ん。

（注）当社は平成21年2月12日付にて、平成21年６月25日を合併の効力発生日として、親会社であるイー・アクセス株式

会社を存続会社、当社を消滅会社とする合併契約を締結し、平成21年３月27日開催の定時株主総会において同契

約は承認されました。詳細は、第５経理の状況１．連結財務諸表等(1)連結財務諸表（重要な後発事象）及び、第

５経理の状況２．財務諸表等(1)財務諸表（重要な後発事象）に記載のとおりです。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、有線・無線通信融合時代に向け、多様な無線ブロードバンドサービスをメニューに加え、いつで

もどこでもお客様の環境に最適なブロードバンドサービスを提供する「デュアル・ブロードバンド・アクセス・

プロバイダー」として中長期的な成長を目指しています。

　当連結会計年度に発生した研究開発費用は、総額24,165千円であり、無線ブロードバンド事業に関する実証実験に

かかるものです。

７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成していま

す。その作成には経営者による会計方針の採用や、資産・負債、収益・費用の計上及び開示に関する経営者の見積り

を必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案して合理的に判断していますが、実際の結

果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５経理の状況１.連結財務諸表等（1）連結財務諸表　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおりです。

（2）経営成績の分析

 ①売上高

　当連結会計年度は、企業向けデータ通信サービスにおいて大口案件の獲得等販売促進に努めるとともに、個人向け

インターネット接続サービスにおいては、DSLサービスの解約防止とDSLおよび光サービスの新規顧客獲得に努め

ましたが、継続するDSL市場の成熟化により前期を14.5％下回る29,977百万円（前年同期比5,101百万円の減少）と

なりました。

 ②売上原価、販売費及び一般管理費

　当連結会計年度の売上原価は、通信設備使用料や設備リース料大幅な削減と人員の適正化施策による労務費及び

業務委託費等の固定費削減により、22,291百万円（前年同期比4,576百万円の減少）となりました。また、当連結会計

年度の販売費及び一般管理費は、販売促進費の効率的活用や支払手数料の削減、人員の適正化施策による業務委託

費及び人材派遣費等の固定費削減により、5,085百万円（前年同期比1,134百万円の減少）となりました。

 ③営業利益

　当連結会計年度の営業利益は、売上高は減少したものの、あらゆる領域で経営の効率化を図り経費の削減に努めた

結果、2,600百万円（前年同期比609百万円の増加）となりました。

 ④経常利益

　当連結会計年度の経常利益は、受取利息等の営業外収益を59百万円、支払利息等の営業外費用を92百万円計上した

結果、2,567百万円（前年同期比657百万円の増加）となりました。

 ⑤税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失

　当連結会計年度の税金等調整前当期純損失は、特別利益として関係会社株式売却益等66百万円を計上しましたが、

特別損失として、親子会社間の会計処理統一に伴う修正額及び不採算事業のリストラクチャリングの意思決定を

行ったことによる減損損失等3,583百万円を計上した結果、949百万円（前年同期比2,390百万円の減少）となりまし

た。

 ⑥当期純利益

　当連結会計年度の当期純利益は、営業利益の増加ならびにイー・アクセス株式会社との事業提携により大幅に改

善したコスト構造を踏まえての将来の利益計画に基づき繰延税金資産を見直した結果として、法人税等調整額を

2,660百万円（税金費用の減少）計上し、1,703百万円（前年同期比227百万円の増加）となりました。

　この結果、１株当たり当期純利益は12,422円54銭となりました。
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（3）財政状態の分析

 ①資産の部

　当連結会計年度末における総資産は、32,042百万円（前年同期比2,905百万円の増加）となりました。資産、負債及

び純資産の状況は次のとおりです。

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産は、(2)経営成績の分析⑥当期純利益の項で述べたとおり繰延税金資産が1,747

百万円増加し、また、イー・アクセス株式会社よりDSL設備を購入しリース契約に基づき同社に賃貸したためリー

ス債権が3,222百万円増加したことにより、21,444百万円（前年同期比5,623百万円の増加)となりました。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産は、親子会社間の会計処理統一に伴い電気通信施設利用権を有形固定資産の

工具器具備品として計上し、今後、耐用年数３年から10年で減価償却を実施することとした結果発生した従来の帳

簿価額との差額2,864百万円による減少と、(2)経営成績の分析⑥当期純利益の項で述べたとおり繰延税金資産が912

百万円の増加したことにより、10,598百万円（前年同期比2,718百万円の減少)となりました。

 ②負債の部

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債は、固定費削減の結果として買掛金、未払費用の減少と、運転資金として調達

した短期借入金の増加により、7,518百万円（前年同期比357百万円の減少）となりました。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債は、 平成19年12月の「2.5GHz帯の周波数を利用する特定基地局の開設に関す

る指針に基づく開設計画の認定」の結果により、当該プロジェクトに対する資金需要がなくなったため長期借入金

の返済3,182百万円を行った結果として、70百万円（前年同期比3,133百万円の減少）となりました。

 ③純資産の部

　当連結会計年度末における純資産の部は、第三者割当による新株式の発行による資本金及び資本剰余金7,414百万

円の増加及び自己株式の消却による資本剰余金1,799百万円の減少等により、24,454百万円（前年同期比6,395百万

円の増加）となりました。

（4）キャッシュ・フロー

  当連結会計年度におけるキャッシュ・フローについては、営業活動による収入が1,352百万円（前年同期2,429百万

円）、投資活動による支出が1,932百万円（前年同期2,079百万円）、財務活動による収入が2,732百万円（前年同期

2,257百万円）となったため、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ2,152百万円

増加し、11,492百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前当期純損失は949百万円（前年同期は1,440百万円の税金等調整前当期純利益）となり、これに非資

金的支出である減価償却費2,103百万円（前年同期1,932百万円）、親子会社間の会計処理統一に伴う修正額2,864百

万円を加え、イー・アクセスからのDSL設備取得に伴うリース債権の増加額3,222百万円の支出により、営業活動に

よるキャッシュ・フローは1,352百万円の増加（前年同期2,429百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　主としてネットワーク機器等の有形固定資産及び無形固定資産の取得の結果、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは1,932百万円の減少（前年同期2,079百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　イー・アクセス株式会社を割当先とした第三者割当による新株式の発行により7,414百万円及び短期借入金の増

加による3,000百万円の収入に対し、長期借入金の返済4,957百万円、また自己株式の取得1,999百万円と配当金の支

払725百万円等の支出により、財務活動によるキャッシュ・フローは2,732百万円の増加（前年同期2,257百万円の増

加）となりました。
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（5）経営戦略の現状と見通し

　当社は平成21年12月期の経営方針を下記のとおりとしています。

　当社は平成21年2月12日付にて、平成21年６月25日を合併の効力発生日として、親会社であるイー・アクセス株式

会社を存続会社、当社を消滅会社とする合併契約を締結し、平成21年３月27日開催の定時株主総会において同契約

は承認されました。

　よって、当社はイー・アクセス株式会社との経営統合による営業力の強化、コスト削減等あらゆる分野でのシナ

ジー効果の創出に注力し、事業の収益力の維持・向上を図ってまいります。

（6）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては、この文中に記載したほか、第２事業の状況３対処すべき課題に記

載のとおりです。

（7）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、第２事業の状況４事業等のリスクに記載のとおりです。

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

 18/108



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度におけるの設備投資の総額は1,811百万円で、その主なものは社内業務用システムの導入（539百万

円）、ネットワーク設備の増強（684百万円）です。当連結会計年度に締結したリース契約の総額は623百万円です。

　なお、当連結会計年度において、固定資産除却損として総額75百万円、減損損失として394百万円、親子会社間の会計

処理統一に伴う修正額の計上により電気通信施設利用権を有形固定資産の工具器具備品として計上し、今後、耐用年

数３年から10年で減価償却を実施することとした結果発生した従来の帳簿価額との差額2,864百万円を計上していま

す。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成20年12月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（単位：千円）
従業
員数
（名）建物

工具器具
備品

賃貸用資
産

ソフト
ウェア

ノウハウ
利用権

屋内配線利
用権

合計

本社

サービス・オーダ・セン

タ他

（東京都千代田区）

本社事務所

事務所
99,478 362,588  1,697,669 100,124  2,259,862

160

［85］

竹橋事業所

（東京都千代田区）
事務所 34,850 313,411     348,261

65

［50］　

NTT電話交換局内等
ネットワーク

設備
 6,109,163     6,109,163

－

［－］　

顧客宅内等
ネットワーク

設備
  127,847   446,058 573,906

－

［－］　

業務委託先内
情報システム

機器
 22,007     22,007

－

［－］　

　（注）１．従業員欄の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。

２．帳簿価額には、消費税等は含まれていません。

３．本社事務所は、賃借設備です。

４．上記の他、リース資産として、以下のものがあります。

　 平成20年12月31日現在

名称 数量
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

事務所関連事務用機器

（所有権移転外 ファイナンス・リース）
一式 4 22,111 53,064

ネットワーク関連機器

（所有権移転外 ファイナンス・リース）
一式 4 786,115 157,117

ADSLモデム

（所有権移転外 ファイナンス・リース）
一式 4～5 1,218,597 2,389,600

５．賃貸用資産の他、リース資産の一部（ADSLモデム）を賃貸しています。

(2）国内子会社

㈱アッカ・ソリューションズ、㈱アッカ・ワイヤレス

主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額
（千円）

資金調達方法 着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

㈱アッカ・ネットワークス
本社

（東京都千代田区）
社内システム等 211,375 － 自己資金 平成21年１月 平成21年12月

㈱アッカ・ネットワークス NTT電話交換局内
ネットワーク関連

設備等
984,980 － 自己資金 平成21年１月 平成21年12月

合計 1,196,355 － 　－ 　－ 　－

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれていません。

２．上記金額については、安定した通信サービスの提供のためのネットワーク機能強化、サービス提供地域拡大

等のための設備増設・システム開発等、サービスの事業領域拡大のための開発費・システム開発費に充当す

る予定です。

（2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 377,332

計 377,332

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成20年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年３月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 174,222 174,222 ジャスダック証券取引所 －

計 174,222 174,222 － －

（注）「提出日現在発行数（株）」欄には、平成21年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使

（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれていません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに旧商法第280条ノ19及び旧新事業創出促進法第11条の５の規定に基

づき発行した新株予約権等は次のとおりです。

（注）当社は平成21年２月20日開催の取締役会において、当社が発行した新株予約権について、平成21年３月９

日を取得日として、残存するその全てを無償取得し、その後直ちに消却することを決議し、取得及び消却を行って

います。

　また、新株引受権については、発行後に法令の改正がなされたために合併後において法改正前に発行された新株

引受権を行使することができず、また、新株引受権の行使価額が当社株価を上回る状況が続いており、新株引受権

の行使によって経済的な利益を享受することができない状況であることから、新株引受権の保有者に対し新株引

受権の放棄を依頼し、同意を受け、権利の放棄が完了しています。

旧商法第280条ノ19及び旧新事業創出促進法第11条の５の規定に基づき発行した新株引受権

①　株主総会の特別決議（平成12年11月16日）

 
事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１、２） 64 64 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注１） 123,227 同左

新株予約権の行使期間
自　平成13年５月17日

至　平成22年11月16日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注１、３）

発行価格　　123,227円

資本組入額　123,227円
同左

新株予約権の行使の条件 注４、５、６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認め

られない。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

②　株主総会の特別決議（平成13年７月４日）
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事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１、２） 246 246

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注１） 201,676 同左

新株予約権の行使期間
自　平成14年１月５日

至　平成23年７月４日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注１、３）

発行価格　　201,676円

資本組入額　100,838円
同左

新株予約権の行使の条件 注４、５、６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認め

られない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権

①　株主総会の特別決議（平成15年３月27日）

 
事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個）（注２） 741 699

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注２） 741 699

新株予約権の行使時の払込金額（円） 195,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成15年10月30日

至　平成25年３月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注３）

発行価格　　195,000円資本

組入額　 97,500円
同左

新株予約権の行使の条件 注７、９ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

②　株主総会の特別決議（平成16年３月30日）

 
事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個）（注２） 415 408

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注２） 415 408

新株予約権の行使時の払込金額（円） 426,000 同左
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事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の行使期間
自　平成17年９月11日

至　平成26年３月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注３）

発行価格　　426,000円資本

組入額　213,000円
同左

新株予約権の行使の条件 注８、９ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 　　 ③　株主総会の特別決議（平成18年３月30日） 　

 
事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個）（注２） 881 819

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注２） 881 819

新株予約権の行使時の払込金額（円） 339,200 同左

新株予約権の行使期間
 自　平成18年10月27日

 至　平成28年３月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注３）

発行価格　　339,200円資本

組入額　169,600円
同左

新株予約権の行使の条件 注８、９ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数、行使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額は、分割及び新

株発行後の株式の数、発行価格及び資本組入額に換算しています。

２．新株予約権の数は、特別決議における新株発行予定数から、従業員の退社等及び新株引受権の行使により減

少した株数を減じた数のことです。

３．株式分割および調整前発行価額を下回る価額で新株を発行（転換社債または優先株式の転換および新株引

受権証券による権利行使の場合を含まない。）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後発行価額＝調整前発行価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前発行価額

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式

また、次の算式により株式数を調整する。

調整後付与株式数　　　　＝
調整前付与株式数×１株当たり調整前発行価額

１株当たり調整後発行価額

４．取締役に対する新株引受権の行使条件

①　権利行使時において、権利を付与された者は、当社の取締役または従業員であることを要する。但し、任期満

了により地位を喪失した取締役については、権利行使時において当社の取締役または従業員でなくとも、

権利行使することができる。また、権利行使期間中に死亡により地位を喪失した取締役または従業員につ

いては、その相続人が権利行使することができる。

②　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。

③　この他、権利行使の条件は、当社と前述の付与対象者との間で締結する権利付与契約による。

５．使用人に対する新株引受権の行使条件
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①　権利行使時において、権利を付与された者は、当社の取締役または従業員であることを要する。但し、任期満

了により地位を喪失した取締役については、権利行使時において当社の取締役または従業員でなくとも、

権利行使することができる。また、権利行使期間中に死亡により地位を喪失した取締役または従業員につ

いては、その相続人が権利行使することができる。

②　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。

③　この他、権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と前述の付与対象者との間

で締結する権利付与契約による。

６．旧新事業創出促進法第11条の５に規定する認定支援者に対する新株引受権の行使条件

①　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。

②　この他、権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と前述の付与対象者との間

で締結する権利付与契約による。

７．(1）取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める場合

には、新株予約権を行使できない。

①　新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任期満

了により地位を喪失した取締役については、新株予約権行使時において当社の取締役又は従業員でな

くとも、新株予約権を行使することができる。

②　新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。

③　新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。

④　新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと

き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。

⑤　新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。

⑥　新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。

⑦　新株予約権者につき破産、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があった場合、

又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が滞納処分を

受けた場合。

⑧　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

(2）顧問税理士、コンサルタント、退職者で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）

は、次に定める場合には、新株予約権を行使できない。

①　新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。

②　新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。

③　新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと

き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。

④　新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。

⑤　新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。

⑥　新株予約権者につき破産、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立があった場合、

又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が滞納処分を

受けた場合。

⑦　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

８．(1）取締役及び従業員で新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、次に定める場合

には、新株予約権を行使できない。

①　新株予約権者が権利行使時において、当社の取締役又は従業員たる地位を喪失した場合。但し、任期満

了による退任、定年による退職その他正当な理由のある場合は、新株予約権行使時において当社の取

締役又は従業員でなくとも、新株予約権を行使することができる。

②　新株予約権者が新株予約権行使期間の初日の到来前に死亡した場合。

③　新株予約権者が禁固以上の刑に処せられたとき。

④　新株予約権者が当社と競合する業務を営む会社の常勤若しくは非常勤の役員又は使用人に就任したと

き。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合は除く。

⑤　新株予約権者が当社との間において締結する新株予約権割当契約のいずれかの規定に違反したとき。

⑥　新株予約権者の不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があったとき。

⑦　新株予約権者につき破産手続開始、民事再生手続開始若しくはこれに類する倒産手続開始の申立が

あった場合、又は新株予約権者につき差押、仮差押、仮処分命令があった場合若しくは新株予約権者が

滞納処分を受けた場合。

⑧　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

９．その他、権利行使の条件は、当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する新株予約権割当契約による。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年１月１日～

平成16年12月31日

　

（注）１

74 104,160 9,172 10,018,917 5,547 9,986,292

平成17年３月３日

（注）３
19,000 123,160 2,826,250 12,845,167 5,185,100 15,171,392

平成17年１月１日～

平成17年12月31日　

 （注）１

858 124,018 97,899 12,943,066 82,255 15,253,648

平成18年３月30日　

（注）４
－ 124,018 － 12,943,066 △11,820,622 3,433,025

平成18年５月４日　

（注）５
－ 124,018 － 12,943,066 △197,259 3,235,766

平成18年１月１日～

平成18年12月31日　

（注）１

271 124,289 27,247 12,970,314 27,247 3,263,014

平成19年５月１日　

（注）６
－ 124,289 － 12,970,314 △3,263,014 －

平成19年１月１日～

平成19年12月31日

（注）１

143 124,432 15,922 12,986,236 6,922 6,922

平成20年７月18日

（注）７
△12,000 112,432 － 12,986,236 － 6,922

平成20年８月15日

（注）８
61,790 174,222 3,707,400 16,693,636 3,707,400 3,714,322

　（注）１．新株予約権の行使（新株引受権の行使を含む）による増加です。

２．平成16年12月13日に優先株式101,766株はすべて普通株式101,766株に転換されました。

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　普通株式　19,000株

　　発行価格450,000円、引受価額421,650円、発行価額297,500円、資本組入額148,750円

　　当社株式は、平成17年３月４日にジャスダック証券取引所に上場いたしました。上場に際して、平成17年３月３

日に有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）増資を実施しています。

４. 資本準備金の減少は欠損填補によるものです。

５. 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものです。

６. 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものです。

７. 会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却したものです。資本金及び資本準備金の増減はありません。

８. イー・アクセス株式会社を割当先とした第三者割当による新株式発行により、資本金及び資本準備金が増加

したものです。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 12 79 10 2 4,912 5,020 －

所有株式数

（株）
－ 139 917 155,304 1,054 2 16,806 174,222 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.08 0.53 89.13 0.61 0.00 9.65 100.00 －

 （注）１.自己株式1,648株は「個人その他」に含めて記載しています。

 　　　２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が８株含まれています。

（６）【大株主の状況】

平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

イー・アクセス株式会社
東京都港区虎ノ門二丁目10番

１号
153,427 88.1

株式会社アッカ・ネットワークス
東京都千代田区有楽町一丁目

12番１号
1,648 1.0

株式会社相川プレス工業 山梨県都留市鹿留1061 600 0.3

株式会社コミューチュア
大阪府大阪市西区江戸堀三丁

目３番15号
513 0.3

三菱ＵＦＪ証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目

４番１号
452 0.3

松浦　洋 大阪府富田林市 354 0.2

エスアイエス　セガ　インターセトル　エージー

（常任代理人）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行決済事業部

BASLERSTRASSE 100,

CH-4600 OLTEN SWITZERLAN

D

300 0.2

オリックス株式会社
東京都港区浜松町二丁目４番

１号
284 0.2

酒井　裕司 東京都港区 255 0.2

竹内　利守 愛知県半田市 226 0.1

計 － 158,059 90.7
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,648 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　172,574 172,574 －

端株 － － －

発行済株式総数 174,222 － －

総株主の議決権 － 172,574 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が８株含まれています。また、「総株主の議

決権」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれています。

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アッカ・

ネットワークス

東京都千代田区有楽町

一丁目12番１号
1,648 － 1,648 0.95

計 － 1,648 － 1,648 0.95
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しています。

　新株引受権方式によるストックオプション制度は、旧商法第280条ノ19及び旧新事業創出促進法第11条の５の規

定に基づき、平成12年11月16日臨時株主総会、平成13年３月28日定時株主総会及び平成13年７月４日臨時株主総

会において決議されたものです。

　新株予約権方式によるストックオプション制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15

年３月27日定時株主総会、平成16年３月30日定時株主総会、平成17年３月30日定時株主総会及び平成18年３月30

日定時株主総会において決議されたものです。

　当該制度の内容は次のとおりです。

（注）当社は平成21年２月20日開催の取締役会において、当社が発行した新株予約権について、平成21年３月９

日を取得日として、残存するその全てを無償取得し、その後直ちに消却することを決議し、取得及び消却を行って

います。

　また、新株引受権については、発行後に法令の改正がなされたために合併後において法改正前に発行された新株

引受権を行使することができず、また、新株引受権の行使価額が当社株価を上回る状況が続いており、新株引受権

の行使によって経済的な利益を享受することができない状況であることから、新株引受権の保有者に対し新株引

受権の放棄を依頼し、同意を受け、権利の放棄が完了しています。

①　平成12年11月16日臨時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成12年11月16日

付与対象者の区分及び人数 取締役２名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

②　平成13年７月４日臨時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成13年７月４日

付与対象者の区分及び人数 取締役１名、従業員13名及び特定支援者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

③　平成15年３月27日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数 従業員１名及び当社協力者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。
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株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

④　平成15年３月27日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数 当社協力者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

⑤　平成15年３月27日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

⑥　平成15年３月27日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数 従業員49名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上
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新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

⑦　平成16年３月30日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び従業員87名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

 　　 ⑧　平成18年３月30日定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成18年３月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び従業員39名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　該当事項はありません。
　
（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年３月６日）での決議状況

（取得期間　平成20年３月７日～平成20年12月31日）
15,000 2,400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 13,648 1,993,661,800

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,352 406,338,200

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 9.0 16.9

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 9.0 16.9

　
（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　該当事項はありません。

　
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 12,000 1,799,772,000 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,648 － 1,648 －
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３【配当政策】

　当社は株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと認識しており、将来に向けた成長戦略や経営体質

強化のための内部留保を勘案しながら、継続的かつ安定的な利益還元を行っていくことを基本方針としています。配

当に関しましては、当面は当期純利益に対し配当性向で30%以上とすることを基本とし、中長期的にはさらに引き上

げていくことを目指し、加えて株主の皆様への利益還元水準の向上のため、自己株式の取得も適宜検討し、実施して

まいりました。

また、当社は、「会社法459条第1項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる」

旨定款に定めており、年２回の配当を基本方針としています。また、当社は、当該剰余金の配当の基準日を「毎年6月30

日」および「毎年12月31日」とする旨を定款に定めています。

　なお、当社は平成21年2月12日付にて、平成21年６月25日を合併の効力発生日として、親会社であるイー・アクセス

株式会社を存続会社、当社を消滅会社とする合併契約を締結し、平成21年３月27日開催の定時株主総会において同

契約は承認されました。よって、平成21年度の配当は行ないません。　

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。 

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たりの配当額

（円）

 平成20年８月14日

取締役会決議
418,488 3,750

平成21年２月20日

取締役会決議 
647,152 3,750

　

４【株価の推移】

　　（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高（円） － 495,000 462,000 283,000 177,000

最低（円） － 256,000 138,000 152,000 68,100

　（注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。

２．当社株式は、平成17年３月４日からジャスダック証券取引所に上場されており、それ以前の株価については、

該当事項はありません。

　　（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 122,000 122,000 100,600 93,700 120,000 107,800

最低（円） 96,400 83,100 83,000 68,100 93,100 96,500

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

最高経営責任

者（CEO）
須山　勇 昭和41年７月３日生

平成12年6月 当社 入社

平成12年10月 当社 ネットワーク・オペレー

ション部長

平成14年６月 当社 法人サービス部長 兼 技術

本部副本部長

平成16年11月 当社 法人事業本部事業統括部長

平成17年１月 当社 技術本部技術統括部長

平成18年３月 当社 執行役員技術本部長 兼 技

術運用部長

平成19年10月 当社 執行役員 技術・オペレー

ション担当 兼 システム本部長

平成20年３月 当社 代表取締役社長 最高経営

責任者（CEO）（現任）

（注）３ －

代表取締役

副社長執行

役員 技術・

オペレー

ション担当

坂田　大 昭和44年10月17日生

平成４年４月 国際電信電話株式会社（現KDDI

株式会社）

平成15年７月 イー・アクセス株式会社

平成17年４月 同社　ADSL事業本部　経営企画本

部　サービス計画部長

平成20年４月 同社　ネットワーク事業本部　経

営企画本部長　兼　サービス計画

部長

平成20年10月 当社　代表取締役 副社長執行役

員　技術・オペレーション担当

（現任）

（注）３ －

取締役 

執行役員財

務・管理担

当

廣野　公一 昭和35年11月25日生 

昭和58年４月 東亜燃料工業株式会社入社 

平成13年10月 エクソンモービル有限会社出向

コントローラ本部ケミカルディ

ビジョンマネージャー 

平成14年９月 同社　コントローラ本部アジア

パシフィックビジネスセンター

プロジェクトマネージャー 

平成17年１月 当社　コーポレート本部財務経

理統括担当部長 

平成17年４月　 当社　執行役員財務経理部長兼

調達購買部長 

平成18年２月 当社　執行役員財務経理部長兼

調達購買部長　人事総務部・法

務室担当 

平成18年３月 当社　取締役　常務執行役員財務

経理部長兼調達購買部長、人事

総務部・法務室担当

平成18年７月 当社　取締役　常務執行役員財務

経理部長　調達購買部・人事総

務部・法務室担当

平成19年１月 当社　取締役　常務執行役員財務

経理部長　人事部・総務部・調

達購買部担当

平成19年８月 当社　取締役　執行役員財務・管

理担当　兼　財務経理部長

平成20年３月 当社　取締役　執行役員財務・管

理担当（現任）

（注）３ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  
エリック・ガ

ン
昭和38年９月６日生

平成５年10月 ゴールドマン・サックス証券会

社（現ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

平成11年11月 同社　マネージング・ディレク

ター

平成12年１月 イー・アクセス株式会社　代表取

締役

平成17年１月 同社　代表取締役副社長兼ＣＦＯ

平成17年１月 イー・モバイル株式会社　代表取

締役

平成17年６月 同社　代表取締役副社長兼ＣＦＯ

平成19年２月 株式会社カルティブ　取締役（現

任）

平成19年５月 イー・モバイル株式会社　代表取

締役社長兼ＣＯＯ（現任）

平成19年５月 イー・アクセス株式会社　代表取

締役副社長

平成19年６月 同社　取締役（現任）

平成20年10月 当社　取締役（現任）

（注）３ －

取締役  石田　雅之 昭和42年２月22日生  

平成４年４月 株式会社小林洋行

平成12年８月 イー・アクセス株式会社

平成16年５月 同社　執行役員　組織管理本部長

平成18年４月 イー・モバイル株式会社　執行役

員　管理本部長

平成18年４月 イー・アクセス株式会社　ＣＳＯ

（現任）

平成19年５月 イー・モバイル株式会社　常務執

行役員　管理本部長（現任）

平成20年10月 当社　取締役（現任）

（注）３ －

常勤監査役  山岡　法次 昭和16年９月12日生  

平成元年３月 日本アイ・ビー・エム株式会社　

藤沢工場長

平成３年10月 同社　野洲工場長

平成４年６月 同社　取締役　ＭＤＱ（経営品

質）担当

平成６年６月 同社　取締役　テクノロジー・

マーケット開発担当

平成８年６月 同社　常務取締役

平成14年４月 同社　顧問

平成15年６月 イノテック株式会社　監査役

平成20年３月 当社　取締役

平成21年３月 当社　常勤監査役（現任）

（注）４ －

監査役  藤田　誠司 昭和35年11月13日

昭和63年９月 公認会計士　第二次試験合格

昭和63年10月 港監査法人（現KPMGあずさ監

査法人）入所

平成４年８月 公認会計士登録

平成９年１月 藤田公認会計士事務所　代表（現

任）

平成10年８月 株式会社ジェイメック　監査役

平成13年２月 同社取締役　株式会社リジュー　

代表取締役

平成15年３月 株式会社リプラス　監査役

平成19年７月 株式会社アーキエッジ　監査役

（現任）

平成20年３月 当社　監査役（現任）

（注）５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  後藤　征男 昭和17年1月1日生

昭和40年4月 日本電信電話公社（現日本電信

電話株式会社）

平成2年4月 国際デジタル通信株式会社（現

ソフトバンクテレコム株式会

社）

平成8年7月 同社　常務取締役技術本部副本部

長

平成11年7月 ケーブル・アンド・ワイヤレス

IDC株式会社（現ソフトバンクテ

レコム  株式会社）取締役

平成15年6月 イー・アクセス株式会社　監査役

（現任）

平成17年1月 イー・モバイル株式会社　監査役

（現任）

平成20年10月 当社　監査役（現任）

（注）６ －

    計  6

（注）１．取締役エリック・ガン及び石田雅之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

２．監査役藤田誠司及び後藤征男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

３．平成21年3月27日開催の定時株主総会から１年間です。

４．平成21年3月27日付退任の監査役中木正司氏の補欠として選任されたため、その任期は当社定款第２８条第

２項に従い、退任する同監査役の任期の満了する時までとなり、平成18年3月30日開催の定時株主総会から４

年間となります。

５．平成20年3月28日開催の定時株主総会から４年間です。

６．平成20年10月1日付退任の監査役千賀令輔の補欠として選任されたため、その任期は当社定款第２８条第２

項に従い、退任する同監査役の任期の満了する時までとなり、平成20年3月28日開催の定時株主総会から４

年間となります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の方向性、効率性、公正性については常に最適化を図ることを目的に、コーポレート・ガバナンス体制

の強化を図るため、平成17年3月30日に執行役員制度の導入などを行い、体制を刷新しています。これにより、経営の

「監督機能」「執行機能」「監査機能」を明確に分離し、それぞれの機能強化を図るとともに経営の規律強化や透

明性及び意思決定スピードを向上し、企業としての競争力を一層強化して長期的かつ安定的な成長を目指します。

（2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

a. 取締役会

　当社の取締役会は、平成21年３月27日（有価証券報告書提出日）現在、５名で構成されており、うち２名が

社外取締役であり、経営の執行と監督の機能を両立させています。なお、当社の取締役会は原則毎月１回開

催しています。

b. 経営執行会議

　代表取締役社長の業務執行の諮問機関として、執行役員及び代表取締役社長指名による主要な機能の長で

構成される経営執行会議を設置しています。経営執行会議は原則週１回開催され、業務執行における重要事

項の検討を行い、意思決定の迅速化、効率化を図っています。なお、この会議には監査役会を代表して常勤監

査役が参加しています。

c. 報酬委員会

　委員会設置会社における報酬委員会ではありませんが、代表取締役社長及び全社外取締役で構成される報

酬委員会を設置しています。報酬委員会は、取締役の報酬決定方法において協議し、それを取締役会に提案

することとなっており、公正な意思決定の確保を図っています。

d. 指名委員会

　委員会設置会社における指名委員会ではありませんが、役員人事についてはそのプロセスを公平かつ透明

にするため、代表取締役社長及び全社外取締役で構成される指名委員会を設置して取締役会に提案をして

います。指名委員会で協議を行った後、取締役会選任議案を取締役会に提案し、また、執行役員選任を取締役

会に提案しています。

（注）平成20年12月末日時点では、取締役は11名であり、うち社外取締役は８名でした。また監査役は３名であ

り、うち社外監査役は２名でした。
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②内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

a. 監査役会

　当社の監査役会は、平成21年３月27日（有価証券報告書提出日）現在、３名で構成されており、うち２名を

社外監査役とし、公正かつ多面的な監査機能の確保を図っています。監査役会は、監査の方針、監査計画、職

務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めています。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査しています。

b. 内部監査室

　当社は、社長直轄の部署として人員３名による内部監査室を設置し、内部監査規程及び内部監査実施要領

に基づき、内部監査計画の立案、内部監査の実施・報告を行い、内部統制の強化に努めています。

　内部監査室と監査役の相互連携につきましては、年度末に翌年度の内部監査計画について打合せ、年央に

おいて内部監査の進捗を検証し、計画の修正について意見交換を行っています。内部監査室は全ての監査報

告書を監査役会へ提出しています。監査役（会）はその報告書に基づき独自の判断により適宜、特定の報告

書の内容について監査役会においてさらに詳細な報告を求め、意見交換を行っています。

c. 会計監査人

　当事業年度において当社は、監査法人トーマツにより会計監査を受けており、業務を執行した公認会計士

は、指定社員業務執行社員青木良夫氏及び板垣雄士氏であります。また、監査業務に係る補助者は公認会計

士４名、会計士補２名及びその他監査従事者９名であります。

　監査役と会計監査人の相互連携につきましては、１年に１回の年間監査計画概要の打合せ、中間期・期末

における監査打合せ、中間期・期末監査の際の報告会における報告・説明・質疑・指摘事項の改善確認の

状況検証等を含め、監査の質・効果・効率の向上を目指して意見交換をしています。また、四半期財務諸表

のレビューについても中間期・期末を踏まえ、監査の質・効果・効率の向上を目指した意見交換をしてい

ます。

　なお、当社は、平成21年３月27日開催の第９回定時株主総会終結の時をもって上記会計監査人の任期が満

了となることに伴い、同株主総会において、新たにあずさ監査法人を会計監査人に選任しました。

③リスク管理体制の整備の状況

　当社は、社長直轄の部署としてリスク管理室を設置し、全社的なリスク管理機能及び情報セキュリティの強

化を図るため、チーフ・コンプライアンス・オフィサ（CCO）のもとに、それに関わる会社方針及び基本戦略

の立案・推進を行っています。

④その他のコーポレート・ガバナンスに関する状況

　当社は、顧問弁護士から必要に応じ法律問題全般について助言と指導を受けています。

（3）社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は、平成21年３月27日（有価証券報告書提出日）現在、社外取締役２名、社外監査役２名を招聘しており、

社外取締役エリック・ガン氏は当社の特定関係事業者であるイー・アクセス株式会社の取締役、イー・モバイ

ル株式会社の代表取締役であり、また、社外取締役石田雅之氏は当社の特定関係事業者であるイー・アクセス株

式会社及びイー・モバイル株式会社の使用人であります。

（4）役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等の額は次のとおりです。なお、期末日現在の

社外取締役５名及び社外監査役１名は無報酬です。

取締役に支払った報酬　　46,338千円

監査役に支払った報酬　　20,902千円

　　　　計　　　　　　　67,240千円
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（5）監査報酬の内容

　当事業年度における会計監査人に対する監査報酬等の額は次のとおりです。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　30,000千円

上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　 2,329千円

　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,329千円

（6）責任限定契約の内容

　当社と社外取締役及び社外監査役は、当社定款第20条第２項ならびに第31条第２項に基づき、損害賠償責任を

限定する契約を締結しています。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役又は監査役の職務を行うに

つき善意でかつ重大なる過失がない場合は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としています。

（7）取締役の定数

　当社取締役は13名以内とする旨定款に定めています。

（8）取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権数の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。また、取締役の選任決議は、累積投票に

よらないものとする旨も定款で定めています。

（9）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の

決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めています。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限と

することにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。

（10）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役及び監査役の会社法第423条第１項の責任について、当社

取締役（取締役であった者を含む。)及び監査役（監査役であった者を含む。）が職務を行うにつき善意でかつ

重大な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該取締役及び監査役の職務の執行の状況

その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、法令で定める額を限度として取締役会の決議によって免除

することができる旨定款で定めています。これは、取締役及び監査役が職務の執行にあたって期待される役割

を十分に発揮することを可能とすることを目的とするものです。

　

　（11）株主総会特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の規定によるべき株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものです。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成していま

す。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）及び当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）

の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けています。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  7,341,101   11,492,574  

２．売掛金 　  5,100,640   4,162,853  

３．有価証券 　  1,999,255   －  

４．たな卸資産 　  529,768   128,316  

５．繰延税金資産 　  466,420   2,213,638  

６．未収入金 　  151,707   53,672  

７．リース債権 　  －   3,222,614  

８．その他   279,865   211,784  

　　貸倒引当金 　  △47,335   △40,522  

流動資産合計 　  15,821,424 54.3  21,444,930 66.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）工具器具備品 ※１ 5,982,575   13,800,100   

減価償却累計額 ※1,2 1,218,275 4,764,299  6,992,929 6,807,170  

(2）その他 　 641,351   698,391   

減価償却累計額 ※２ 324,118 317,232  325,798 372,593  

有形固定資産合計   5,081,532 17.4  7,179,764 22.4

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  2,147,143   1,709,169  

　　(2）電気通信施設利用権 　  5,288,939   －  

(3）のれん 　  11,597   －  

(4）その他 　  388,368   547,873  

無形固定資産合計 　  7,836,048 26.9  2,257,042 7.0

３．投資その他の資産 　       

(1) 繰延税金資産 　  －   912,963  

(2) その他 　  398,782   248,274  

投資その他の資産合計 　  398,782 1.4  1,161,237 3.6

固定資産合計 　  13,316,363 45.7  10,598,044 33.1

資産合計 　  29,137,787 100.0  32,042,975 100.0

　 　       
 

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

 40/108



　 　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  4,347,149   3,437,244  

２．短期借入金 　  －   3,000,000  

３．一年内返済予定の長期
借入金

※１  1,774,905   －  

４．未払費用 　  984,074   600,048  

５．未払法人税等 　  38,406   50,047  

６．賞与引当金 　  63,687   43,787  

７．その他 　  666,951   386,903  

流動負債合計 　  7,875,175 27.0  7,518,031 23.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  3,182,783   －  

２．退職給付引当金 　  21,211   70,883  

固定負債合計 　  3,203,995 11.0  70,883 0.2

負債合計 　  11,079,171 38.0  7,588,914 23.7

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,986,236 44.6  16,693,636 52.1

２．資本剰余金 　  3,467,195 11.9  5,374,823 16.8

３．利益剰余金 　  1,605,184 5.5  2,579,490 8.1

４．自己株式 　  － －  △193,889 △0.6

　　株主資本合計 　  18,058,616 62.0  24,454,061 76.3

純資産合計 　  18,058,616 62.0  24,454,061 76.3

負債純資産合計 　  29,137,787 100.0  32,042,975 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  35,079,711 100.0  29,977,734 100.0

Ⅱ　売上原価 　  26,868,255 76.6  22,291,558 74.4

売上総利益 　  8,211,455 23.4  7,686,176 25.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  6,219,729 17.7  5,085,286 17.0

営業利益 　  1,991,726 5.7  2,600,889 8.7

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 4,810   35,395   

２．その他 ※３ 46,389 51,199 0.1 23,845 59,240 0.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 107,447   50,928   

２．支払手数料 　 21,879   39,199   

３．その他 　 4,264 133,591 0.4 2,670 92,799 0.3

経常利益 　  1,909,334 5.4  2,567,331 8.6

Ⅵ　特別利益 　       

１．関係会社株式売却益 　 －   60,002   

２．固定資産売却益 ※４ －   6,192   

３．厚生年金基金代行部分
　　返上益

　 76,005   －   

４．貸倒引当金戻入益 　 3,803 79,808 0.2 － 66,195 0.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※５ 9,952   75,999   

２．減損損失 ※６ 16,513   394,740   

３．親子会社間の会計処理
　　統一に伴う修正額

※７ －   2,864,810   

４．特別退職支援損失 　 －   127,125   

５．計画事業中止損失 ※８ 521,927   －   

６．その他 　 － 548,393 1.6 120,825 3,583,500 12.0

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

　  1,440,750 4.1  △949,973 △3.2

法人税、住民税及び事業
税

　 6,110   6,331   

法人税等調整額 　 △41,275 △35,164 △0.1 △2,660,180 △2,653,849 △8.9

当期純利益 　  1,475,914 4.2  1,703,875 5.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高（千円） 12,970,314 3,460,273 1,061,551 17,492,139 17,492,139

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 15,922 6,922  22,845 22,845

剰余金の配当   △932,282 △932,282 △932,282

当期純利益   1,475,914 1,475,914 1,475,914

連結会計年度中の変動額合計（千円） 15,922 6,922 543,632 566,477 566,477

平成19年12月31日残高（千円） 12,986,236 3,467,195 1,605,184 18,058,616 18,058,616

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
　　　　　　　株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高（千円） 12,986,236 3,467,195 1,605,184 － 18,058,616 18,058,616

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 3,707,400 3,707,400   7,414,800 7,414,800

剰余金の配当   △729,568  △729,568 △729,568

自己株式の取得    △1,993,661 △1,993,661 △1,993,661

自己株式の消却  △1,799,772  1,799,772 － －

当期純利益   1,703,875  1,703,875 1,703,875

連結会計年度中の変動額合計（千円） 3,707,400 1,907,628 974,306 △193,889 6,395,444 6,395,444

平成20年12月31日残高（千円） 16,693,636 5,374,823 2,579,490 △193,889 24,454,061 24,454,061
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整
前当期純損失（△）

　 1,440,750 △949,973

減価償却費 　 1,932,588 2,103,590

貸倒引当金の増減額（減少：△） 　 △24,882 △6,813

賞与引当金の増減額（減少：△） 　 6,567 △19,899

退職給付引当金の増減額（減少：△） 　 △85,047 49,671

減損損失 　 8,555 372,621

親子会社間の会計処理統一に伴う修正額 　 － 2,864,810

受取利息 　 △4,810 △35,395

支払利息 　 107,447 50,928

為替差損益（差益：△） 　 △137 －

固定資産除却損 　 9,952 53,249

関係会社株式売却益 　 － △60,002

売上債権の増減額（増加：△） 　 521,446 933,887

たな卸資産の増減額（増加：△） 　 △247,695 401,327

未収入金の増減額（増加：△） 　 2,859,557 101,819

リース債権の増減額（増加：△） 　 － △3,222,614

その他流動資産の増減額（増加：△） 　 △25,783 68,650

仕入債務の増減額（減少：△） 　 △3,483,597 △901,932

その他流動負債の増減額（減少：△） 　 △487,425 △464,518

その他 　 11,027 35,475

小計 　 2,538,512 1,374,881

利息及び配当金の受取額 　 4,810 35,395

利息の支払額 　 △107,413 △51,458

法人税等の支払額 　 △5,960 △6,110

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,429,948 1,352,707

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有形固定資産の取得による支出 　 △934,657 △1,009,153

有形固定資産の売却による収入 　 － 504

無形固定資産の取得による支出 　 △1,099,122 △989,996

投資その他の資産の取得による支出 　 △23,404 △14,418

敷金の返還による収入 　 － 1,278

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売
却による収入

　 － 79,175

営業譲受による支出 　 △22,034 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,079,219 △1,932,611
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

株式の発行による収入 　 21,879 7,414,800

短期借入金の純増減額(減少:△) 　 － 3,000,000

長期借入金の借入による収入 　 4,033,209 －

長期借入金の返済による支出 　 △875,519 △4,957,689

配当金の支払額 　 △922,543 △725,540

自己株式の取得による支出 　 － △1,999,449

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 2,257,026 2,732,120

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 2,607,755 2,152,216

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 6,732,601 9,340,357

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,340,357 11,492,574
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　2社
連結子会社の名称

　株式会社アッカ・ソリューションズ

　株式会社アッカ・ワイヤレス

　株式会社アッカ・ワイヤレスについては

当連結会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めています。　

連結子会社の数　2社
連結子会社の名称

　株式会社アッカ・ソリューションズ

　株式会社アッカ・ワイヤレス

　zoome株式会社については当連結会計年
度において新たに設立し、同連結会計年度

に売却したため、保有期間について連結の

範囲に含めています。　

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しています。

　同左

４．会計処理基準に関する事

項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券

       時価のないもの

移動平均法による原価法によっ

ています。

②たな卸資産

商品

総平均法による原価法によってい

ます。

貯蔵品

最終仕入原価法によっています。

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券

       時価のないもの

同左

 

②たな卸資産

商品

同左

 

貯蔵品

同左
 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方

     法 

①有形固定資産

定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は下記のとおり

です。

工具器具備品　　３～10年
（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年4月1日以後に取得した
有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更して

います。

　この変更により損益に与える影響は軽

微です。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方
     法 

①有形固定資産

定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は下記のとおり

です。

工具器具備品　　３～10年
（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した有形固定資産につ
いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しています。

　これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純損失に与える影響は

軽微です。
 ②無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっています。

②無形固定資産

ソフトウェア

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

  電気通信施設利用権

定額法によっています。

　なお、償却年数は20年です。

電気通信施設利用権

同左

　

（会計方針の変更）

　従来、NTT収容局または中継局の設備

と当社のネットワーク設備を接続する

ために要する支出は、無形固定資産の電

気通信施設利用権として計上し、耐用年

数20年で減価償却を実施していました

が、当連結会計年度中に当社がイー・ア

クセス株式会社の連結子会社となった

ことを契機に、「親子会社間の会計処理

の統一に関する当面の監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会　監査・保証

実務委員会報告第56号）の趣旨を踏ま

え、親子会社間の会計処理を統一するこ

とがより合理的であると判断し、当連結

会計年度末において、当該会計処理の統

一のための修正を行い、当該資産を有形

固定資産の工具器具備品として計上し、

今後、耐用年数３年から10年で減価償却

を実施することとしています。当該変更

の結果発生した従来の帳簿価額との差

額（2,864,810千円）は、「親子会社間の

会計処理統一に伴う修正額」として特

別損失に計上しています。なお、当連結

会計年度中の減価償却については、電気

通信施設利用権として、上記のように

行っています。

 のれん

　20年以内のその効果の及ぶ期間にわ

たり、定額法により償却しています。

のれん

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 (追加情報）
　従来、光アクセスサービスに係る屋内
配線を使用可能とするための支出は、売
上原価として発生時に費用処理してい
ましたが、金額的重要性が増して来たた
め当連結会計年度より固定資産（屋内
配線利用権：無形固定資産「その
他」）に計上の上、当該回線から得られ
る収益の発生見込期間内の一定の年数
にわたり償却を行うこととします。
　この結果、従来の方法と比較して売上
原価が231,782千円減少し、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益が
同額増加しています。

―――――

 ③投資その他の資産

長期前払費用

均等償却によっています。

③投資その他の資産

長期前払費用

同左

 （3）繰延資産の処理方法

株式交付費

全額発生時の費用として処理して

います。

（3）繰延資産の処理方法

株式交付費

同左

 （4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しています。

（4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 

 ②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当連結会計年

度が負担すべき額を計上しています。

②賞与引当金

同左

 

 ③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産残高の見込額に基づ

き、当連結会計年度末に発生している

と認められる額を計上しています。過

去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の年数（11.2

年）による定額法により費用処理を

しています。

③退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （追加情報）

　当社の加入するエヌ・ティ・ティ厚

生年金基金は確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成15年９月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認

可を受け、また、平成19年７月1日に過

去分返上の認可を受けました。

　なお、当連結会計年度の損益に与え

る影響額は、特別利益（厚生年金基金

代行部分返上益）として76,005千円

を計上しています。

―――――

 （5）重要な外貨建の資産及び負債の本

　　 邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理していま

す。

（5）重要な外貨建の資産及び負債の本

　　 邦通貨への換算基準

同左

 

 

 

 （6）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。

（6）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、借手側

の場合は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、貸

手側の場合は、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっていま

す。　

 （7）その他連結財務諸表作成のための

　　 基本となる重要な事項

　消費税及び地方消費税の処理方法

税抜方式によっています。

（7）その他連結財務諸表作成のための

　　 基本となる重要な事項

　消費税及び地方消費税の処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しています。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっています。

同左
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

※１　担保に供している資産

　工具器具備品 3,785,509千円

　上記物件は1年内返済予定の長期借入金の内
974,905千円、長期借入金の内2,582,783千円の担保に
供しています。

※１　　　　　　　　 ―――――

※２　　　　　　　　 ――――― ※２　減価償却累計額に含まれる減損損失累計額

　　　減価償却累計額に含まれる減損損失累計額は、48,122
千円です。

　３　借入枠の実行状況

　　　当社は、運転資金並びに今後成長が予測される事業

への投資に必要な資金調達を行うため、取引金融機

関11行とのコミットメントライン契約及び当座貸
越契約を締結しています。 

コミットメントライン及び当座貸越

限度額の総額

 

14,500,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 14,500,000千円

　３　借入枠の実行状況

　　　当社は、運転資金並びに手元流動性を補完するため、

取引金融機関５行とのコミットメントライン契約

及び当座貸越契約を締結しています。

 

コミットメントライン及び当座貸越

限度額の総額

 

6,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

　　　差引額  3,000,000千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の

　　　とおりです。

販売促進費 1,539,919千円

給与手当 973,855千円

賞与引当金繰入額 33,239千円

退職給付費用 4,349千円

業務委託費 1,139,339千円

　  　

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

　　　総額は、150,968千円です。

※３　営業外収益のその他のうち主要なものは次のとおり

です。

受取報奨金 24,379千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の

　　　とおりです。

販売促進費 1,153,020千円

給与手当 1,065,803千円

賞与引当金繰入額 28,100千円

退職給付費用 38,224千円

業務委託費 954,103千円

貸倒引当金繰入額 6,964千円

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

　　　総額は、24,165千円です。

※３　営業外収益のその他のうち主要なものは次のとおり

です。

受取違約金 6,654千円

※４　　　　　　　　 ――――― ※４　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

 その他 6,192千円

  計 6,192千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

 工具器具備品 361千円

 ソフトウェア 383千円

 その他 9,207千円

  計 9,952千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

 工具器具備品 1,438千円

 ソフトウェア 644千円

 その他 73,916千円

  計 75,999千円

※６　　　　　　　　 ―――――

　

※６　減損損失の内容は次のとおりです。

場所 用途 種類 減損損失　

東京都 事業用資産

工具器具備品 57,328千円
リース資産 20,779千円
ソフトウェア 207,302千円
のれん 9,741千円
その他 99,587千円

合計 394,740千円

　当社グループは、事業用資産については原則として

ブロードバンドアクセスサービス事業としてグルー

ピングを実施しています。

　上記資産については、ブロードバンドアクセスサー

ビス事業の映像コミュニケーションサービス等の不

採算事業のリストラクチャリングの意思決定を行っ

たため、同事業等で使用していた資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に

計上しています。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

います。
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※７　　　　　　　　 ――――― ※７　親子会社間の会計処理統一に伴う修正額の内容は次

のとおりです。

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項　４.会計処理基準に関する事項　（２）重要な減

価償却資産の減価償却の方法　②無形固定資産　電

気通信施設利用権（会計方針の変更）」に記載の

とおりです。

※８　計画事業中止損失の内容は次のとおりです。

計画事業中止損失 521,927千円

　特別損失に計上している計画事業中止損失は、

WiMAXを用いた無線ブロードバンド事業の実施

に関する事業企画会社として株式会社アッカ・

ワイヤレスを設立し、同社と共に当該事業実施に

関する総合的な調査・検討を行い、総務省が交付

する同事業免許を取得するために必要な準備を

行ってきましたが、免許取得に至らなかったた

め、当該計画事業中止に伴う損失を計上していま

す。 

※８　　　　　　　　 ―――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 (注) 124,289 143 － 124,432

　　（注）増加数の内訳は次のとおりです。

　ストックオプションの行使による増加　　143株

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月22日

取締役会
普通株式 621,445 5,000 平成18年12月31日 平成19年3月12日

平成19年８月15日

取締役会
普通株式 310,837 2,500 平成19年６月30日 平成19年9月18日

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月21日

取締役会
普通株式 311,080 利益剰余金 2,500 平成19年12月31日 平成20年3月10日

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 (注)１,２ 124,432 61,790 12,000 174,222

自己株式     

普通株式 (注)３,４ － 13,648 12,000 1,648

　　　　　（注）１.発行済株式の増加数は、第三者割当による新株式発行による増加61,790株です。

　　　２.発行済株式の減少数は、自己株式の消却による減少12,000株です。

　　　３.自己株式の増加数は、自己株式の取得による増加13,648株です。

　　　４.自己株式の減少数は、自己株式の消却による減少12,000株です。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月21日

取締役会
普通株式 311,080 2,500 平成19年12月31日 平成20年3月10日

平成20年８月14日

取締役会
普通株式 418,488 3,750 平成20年６月30日 平成20年9月16日

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年２月20日

取締役会
普通株式 647,152 利益剰余金 3,750 平成20年12月31日 平成21年3月10日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,341,101千円 

有価証券勘定に含まれるコマー

シャルペーパー

1,999,255千円 

現金及び現金同等物 9,340,357千円 

現金及び預金勘定 11,492,574千円 

現金及び現金同等物 11,492,574千円 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 工具器具備品 

取得価額相当額 11,241,208千円

減価償却累計額相当額 7,260,760千円

減損損失累計額相当額 3,463千円

期末残高相当額 3,976,983千円

 工具器具備品 

取得価額相当額 5,645,004千円

減価償却累計額相当額 3,103,090千円

減損損失累計額相当額 783千円

期末残高相当額 2,541,130千円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,830,653千円

１年超 2,230,956千円

合計 4,061,610千円

リース資産減損勘定の残高 3,463千円

１年内 896,165千円

１年超 1,703,616千円

合計 2,599,782千円

リース資産減損勘定の残高 783千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,318,504千円

リース資産減損勘定の取崩額 7,093千円

減価償却費相当額 4,067,489千円

支払利息相当額 169,457千円

減損損失 7,782千円

支払リース料 2,026,824千円

リース資産減損勘定の取崩額 23,635千円

減価償却費相当額 1,903,300千円

支払利息相当額 97,233千円

減損損失 20,779千円

④　減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分については、利息法

によっています。

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　時価評価されていない有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

１．その他有価証券  

　　(1)コマーシャルペーパー 1,999,255

　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1）コマーシャルペーパー 1,999,255 － － －

合計 1,999,255 － － －

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．退職給付制度の概要

　エヌ・ティ・ティ厚生年金基金に加入しています。

なお、当社は厚生年金基金の代行部分について、平成

15年９月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けています。

　また、平成19年７月1日に過去分返上の認可を受けま

した。

１．退職給付制度の概要

　エヌ・ティ・ティ厚生年金基金に加入しています。

なお、従業員の退職に際して臨時の退職金を支払う場

合があります。

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 312,281千円

年金資産残高 291,069千円

未積立退職給付債務 21,211千円

退職給付引当金 21,211千円

退職給付債務 283,328千円

年金資産残高 212,445千円

未積立退職給付債務 70,883千円

退職給付引当金 70,883千円

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

勤務費用 8,541千円

過去勤務債務の費用処理額 266千円

退職給付費用合計 8,808千円

厚生年金基金代行部分返上益 76,005千円

計 67,196千円

勤務費用 63,254千円

臨時退職金（注） 111,827千円

退職給付費用合計 175,082千円

（注）臨時退職金は、連結損益計算書上、特別損失の特別

退職支援損失に含まれています。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数

当社取締役　５名

当社従業員　10名

特定支援者　１名

当社取締役　１名

当社従業員　２名

特定支援者　１名

当社取締役　１名

当社従業員  74名

特定支援者  １名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 　386株 普通株式 　227株 普通株式 1,800株

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

 権利確定条件

付与日（平成12年11月16

日）以降、権利確定日（平

成13年５月16日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成13年３月28

日）以降、権利確定日（平

成13年９月28日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成13年７月４

日）以降、権利確定日（平

成14年１月４日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成12年11

月16日　至　平成13年５月

16日）

６ヶ月間（自　平成13年３

月28日　至　平成13年９月

28日）

６ヶ月間（自　平成13年７

月４日　至　平成14年１月

４日）

 権利行使期間
自　平成13年５月17日

至　平成22年11月16日

 自　平成13年９月29日

 至　平成23年３月28日

自　平成14年１月５日

至　平成23年７月４日

　

　
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
当社従業員　４名

社外協力者　３名
社外協力者　１名

当社取締役　１名

当社従業員　２名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 　280株 普通株式 　104株 普通株式 　170株

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

 権利確定条件

付与日（平成15年４月30

日）以降、権利確定日（平

成15年10月29日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平

成15年11月27日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成15年７月30

日）以降、権利確定日（平

成16年１月29日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成15年４

月30日　至　平成15年10月

29日）

６ヶ月間（自　平成15年５

月28日　至　平成15年11月

27日）

６ヶ月間（自　平成15年７

月30日　至　平成16年１月

29日）

 権利行使期間
自　平成15年10月30日

至　平成25年３月26日

自　平成15年11月28日

至　平成25年３月26日

自　平成16年１月30日

至　平成25年３月26日

　
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員 169名
当社取締役　 ５名

当社従業員　212名
当社従業員　２名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 1,563株 普通株式　　770株 普通株式　　70株

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

 権利確定条件

付与日（平成16年２月12

日）以降、権利確定日（平

成16年８月11日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成17年３月11

日）以降、権利確定日（平

成17年９月10日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成18年３月10

日）以降、権利確定日（平

成18年９月９日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成16年２

月12日　至　平成16年８月

11日）

６ヶ月間（自　平成17年３

月11日　至　平成17年９月

10日）

６ヶ月間（自　平成18年３

月10日　至　平成18年９月

９日）

 権利行使期間
自　平成16年８月12日

至　平成25年３月26日

自　平成17年９月11日

至　平成26年３月29日

 自　平成18年９月10日

至　平成27年３月29日
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平成18年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　63名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 1,416株

 付与日 平成18年４月27日

 権利確定条件

付与日（平成18年４月27

日）以降、権利確定日（平

成18年10月26日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成18年４

月27日　至　平成18年10月

26日）

 権利行使期間
 自　平成18年10月27日

 至　平成28年３月29日

　（注）株式数に換算して記載しています。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しています。

①ストック・オプションの数

 
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 136 150 355

権利確定 － － －

権利行使 72 － －

失効 － － 71

未行使残 64 150 284

 
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 105 104 50

権利確定 － － －

権利行使 － 50 －

失効 － － －

未行使残 105 54 50

 
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 753 617 70

権利確定 － － －

権利行使 21 － －

失効 33 26 －

未行使残 699 591 70
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平成18年

ストック・オプション

 付与日 平成18年４月27日

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 1,351

権利確定 －

権利行使 －

失効 58

未行使残 1,293

②単価情報

 
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

権利行使価格　　　　　　（円） 125,000 246,562 246,562

行使時平均株価　　　　　（円） 210,333 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

権利行使価格　　　　　　（円） 195,000 195,000 195,000

行使時平均株価　　　　　（円） － 263,000 －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

権利行使価格　　　　　　（円） 195,000 426,000 393,300

行使時平均株価　　　　　（円） 240,000 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成18年

ストック・オプション

 付与日 平成18年４月27日

権利行使価格　　　　　　（円） 339,200

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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(1）ストック・オプションの内容

　
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数

当社取締役　５名

当社従業員　10名

特定支援者　１名

当社取締役　１名

当社従業員　２名

特定支援者　１名

当社取締役　１名

当社従業員  74名

特定支援者  １名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 　386株 普通株式 　227株 普通株式 1,800株

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

 権利確定条件

付与日（平成12年11月16

日）以降、権利確定日（平

成13年５月16日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成13年３月28

日）以降、権利確定日（平

成13年９月28日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成13年７月４

日）以降、権利確定日（平

成14年１月４日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成12年11

月16日　至　平成13年５月

16日）

６ヶ月間（自　平成13年３

月28日　至　平成13年９月

28日）

６ヶ月間（自　平成13年７

月４日　至　平成14年１月

４日）

 権利行使期間
自　平成13年５月17日

至　平成22年11月16日

 自　平成13年９月29日

 至　平成23年３月28日

自　平成14年１月５日

至　平成23年７月４日

　

　
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
当社従業員　４名

社外協力者　３名
社外協力者　１名

当社取締役　１名

当社従業員　２名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 　280株 普通株式 　104株 普通株式 　170株

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

 権利確定条件

付与日（平成15年４月30

日）以降、権利確定日（平

成15年10月29日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平

成15年11月27日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成15年７月30

日）以降、権利確定日（平

成16年１月29日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成15年４

月30日　至　平成15年10月

29日）

６ヶ月間（自　平成15年５

月28日　至　平成15年11月

27日）

６ヶ月間（自　平成15年７

月30日　至　平成16年１月

29日）

 権利行使期間
自　平成15年10月30日

至　平成25年３月26日

自　平成15年11月28日

至　平成25年３月26日

自　平成16年１月30日

至　平成25年３月26日

　
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員 169名
当社取締役　 ５名

当社従業員　212名
当社従業員　２名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 1,563株 普通株式　　770株 普通株式　　70株

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

 権利確定条件

付与日（平成16年２月12

日）以降、権利確定日（平

成16年８月11日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成17年３月11

日）以降、権利確定日（平

成17年９月10日）まで継

続して勤務していること。

付与日（平成18年３月10

日）以降、権利確定日（平

成18年９月９日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成16年２

月12日　至　平成16年８月

11日）

６ヶ月間（自　平成17年３

月11日　至　平成17年９月

10日）

６ヶ月間（自　平成18年３

月10日　至　平成18年９月

９日）

 権利行使期間
自　平成16年８月12日

至　平成25年３月26日

自　平成17年９月11日

至　平成26年３月29日

 自　平成18年９月10日

至　平成27年３月29日
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平成18年

ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　63名

 ストック・オプション数（注） 普通株式 1,416株

 付与日 平成18年４月27日

 権利確定条件

付与日（平成18年４月27

日）以降、権利確定日（平

成18年10月26日）まで継

続して勤務していること。

 対象勤務期間

６ヶ月間（自　平成18年４

月27日　至　平成18年10月

26日）

 権利行使期間
 自　平成18年10月27日

 至　平成28年３月29日

（注）株式数に換算して記載しています。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しています。

①ストック・オプションの数

 
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 64 150 284

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － 150 38

未行使残 64 － 246

 
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 105 54 50

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 105 54 50

 
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 699 591 70

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 167 176 70

未行使残 532 415 －
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平成18年

ストック・オプション

 付与日 平成18年４月27日

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 1,293

権利確定 －

権利行使 －

失効 412

未行使残 881

（注）当社は平成21年２月20日開催の取締役会において、当社が発行した新株予約権について、平成21年３月９日を取得

日として、残存するその全てを無償取得し、その後直ちに消却することを決議し、取得及び消却を行っています。

　また、新株引受権については、発行後に法令の改正がなされたために合併後において法改正前に発行された新株

引受権を行使することができず、また、新株引受権の行使価額が当社株価を上回る状況が続いており、新株引受権

の行使によって経済的な利益を享受することができない状況であることから、新株引受権の保有者に対し新株引

受権の放棄を依頼し、同意を受け、権利の放棄が完了しています。
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②単価情報

 
平成12年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

平成13年

ストック・オプション

 付与日 平成12年11月16日 平成13年３月28日 平成13年７月４日

権利行使価格　　　　　　（円） 123,227 201,676 201,676

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション

 付与日 平成15年４月30日 平成15年５月28日 平成15年７月30日

権利行使価格　　　　　　（円） 195,000 195,000 195,000

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成15年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

 付与日 平成16年２月12日 平成17年３月11日 平成18年３月10日

権利行使価格　　　　　　（円） 195,000 426,000 393,300

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 
平成18年

ストック・オプション

 付与日 平成18年４月27日

権利行使価格　　　　　　（円） 339,200

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

（単位：千円） （単位：千円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 23,756

貸倒引当金 11,372

固定資産除却損 219

商品評価損 178,989

リース解約損 1,480

概算計上費用 851,694

退職給付引当金 8,631

欠損金 2,809,665

その他 30,559

繰延税金資産小計 3,916,369

評価性引当額 △3,449,948

繰延税金資産合計 466,420

繰延税金資産  

賞与引当金 16,248

貸倒引当金 11,230

親子会社間の会計処理統一に伴う修

正額

1,165,977

減損損失 145,370

商品評価損 77,286

リース解約損 318

概算計上費用 675,515

退職給付引当金 28,497

欠損金 2,137,126

子会社への投資 244,200

その他 36,934

繰延税金資産小計 4,538,705

評価性引当額 △1,412,103

繰延税金資産合計 3,126,601

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

評価性引当額の減少 △44.1％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
△2.4％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

評価性引当額の減少 240.3％

その他 △1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
279.4％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　ブロードバンドアクセスサービス関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しています。 

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　ブロードバンドアクセスサービス関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

当社及び連結子会社は国内に所在しているため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

当社及び連結子会社は国内に所在しているため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高はないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高はないため、該当事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要株

主

エヌ・

ティ・

ティ・コ

ミュニ

ケーショ

ンズ株式

会社

東京都

千代田区
211,763

長距離国

際通信

(被所有)
直接11.7

  ―

DSL・
光回線

の提

供、中

継回線

及び局

舎の賃

借等

DSL・光回線
の提供（注）

２

12,846,320 売掛金 1,286,595

中継回線及び

局舎の賃借

（注）２

4,756,052 買掛金 882,183

２．兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要株

主の子会社

株式会社

エヌ・

ティ・

ティ　

ピー・

シー　コ

ミュニ

ケーショ

ンズ

東京都

港区
4,000

システム

インテグ

レーショ

ン事業

― ―

DSL・
光回線

の提供

DSL・光回線
の提供（注）

２

6,721,151 売掛金 1,127,915

　（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には含まれています。

２．取引条件については、一般的取引条件と同様に決定しています。

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

イー・ア

クセス株

式会社

東京都

港区
17,101

ブロード

バンドIP
通信サー

ビス

(被所有)
直接88.9

  役員

の兼任

3名

DSL設
備賃貸

等

DSL設備賃貸
（注）２、５

435,240
リース債

権・売掛

金

3,336,864

DSL設備購入
（注）２、５

3,596,476  ― ―

法人主要株

主

エヌ・

ティ・

ティ・コ

ミュニ

ケーショ

ンズ株式

会社

（注）３

東京都

千代田区
211,763

長距離国

際通信

(被所有)
直接13.0

  ―

DSL・
光回線

の提

供、中

継回線

及び局

舎の賃

借等

DSL・光回線
の提供（注）

２

6,676,567 売掛金 1,150,447

中継回線及び

局舎の賃借

（注）２

2,358,002 買掛金 325,047

２．兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要株

主の子会社

株式会社

エヌ・

ティ・

ティ　

ピー・

シー　コ

ミュニ

ケーショ

ンズ

（注）４

東京都

港区
4,000

システム

インテグ

レーショ

ン事業

― ―

DSL・
光回線

の提供

DSL・光回線
の提供（注）

２

3,545,621 売掛金 1,002,471

　（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には含まれています。
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　　　　２．取引条件については、一般的取引条件と同様に決定しています。

３．エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、平成20年8月15日に当社が行いました第三者割当増

資により、議決権の所有割合が低下したため「関連当事者」に該当しないこととなりました。なお、上記金額

は関連当事者であった期間の取引金額及び関連当事者でなくなった時点の残高を記載しています。

４．株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズは、平成20年8月15日に当社が行いました第三

者割当増資により、同社親会社のエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の議決権の所有割合が

低下したため「関連当事者」に該当しないこととなりました。なお、上記金額は関連当事者であった期間の

取引金額及び関連当事者でなくなった時点の残高を記載しています。

５．親会社イー・アクセス株式会社よりＤＳＬ設備を購入し、これをリース契約に基づき同社に賃貸していま

す。なお、当該リース取引は、通常の売買処理に係る方法に準じた会計処理によっているため、リース契約の

対象資産は、リース債権として計上されています。

６．当社は、平成21年３月25日を実行日として、親会社イー・アクセス株式会社への貸付を目的とした資金調達

及び同社への貸付を行っています。詳細は、「（重要な後発事象）２．資金の調達」に記載のとおりです。

（企業結合等）

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 145,128円40銭

１株当たり当期純利益 11,867円32銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 11,855円40銭

１株当たり純資産額 141,701円89銭

１株当たり当期純利益 12,422円54銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載していません。

（注）１.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 18,058,616 24,454,061

純資産の部の合計から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 18,058,616 24,454,061

期末の普通株式の数（株） 124,432 174,222

期末の普通株式の自己株式数（株） － 1,648

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
124,432 172,574

 ２.　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,475,914 1,703,875

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,475,914 1,703,875

期中平均株式数（株） 124,368 137,160

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 125 －

　（うち新株引受権（株）） 　　　　　（54） (－)

  （うち新株予約権（株）） （71） (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予

約権５種類（新株予約権の数2,388

個）

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第

280条ノ21並びに旧商法第280条ノ

19及び旧新事業創出促進法第11条

の５の規定に基づく新株予約権等

７種類（新株予約権の数2,347個）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

自己株式取得

　当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、会

社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき自

己株式の取得をすることを決議し、平成20年３月７日よ

り自己株式の取得を行っています。その内容は以下のと

おりです。

　自己株式の取得の状況

①取得の理由　経営環境の変化に対応した機動的な

　　　　　　　資本政策を行うため

②取得した株式の種類  当社普通株式

③取得した株式の総数  12,820株

④取得価額　1株につき150,000円

⑤取得総額　1,923,000千円

⑥取得の方法　株式会社ジャスダック証券取引所にお　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　ける自己株式取得のための固定価格取

　　　　　　　引による買付け　　　　　

　なお、取得した株式の総数及び取得総額には、平成20年

３月11日からこの有価証券報告書提出日までの買取状況

は含まれていません。

 

（ご参考）

(1)平成20年３月６日開催の取締役会決議の内容

　①取得する株式の種類　当社普通株式

　②取得する株式の総数　15,000株（上限）

 　　　　　（発行済株式総数に占める割合12.05％）

　③株式の取得価額の総額　2,400,000千円（上限）

　④自己株式取得の日程　平成20年３月７日～平成20

                        年12月31日

(2)自己株式の取得方法

　平成20年３月６日の当社普通株式の終値150,000円　で、

平成20年３月７日午前８時45分の株式会社ジャスダック

証券取引所における自己株式のための固定価格取引とし

て買付けの委託を行いました（その他の取引制度や取引

時間への変更は行っていません）。当該買付け注文は、当

該取引時間限りの注文としました。

(3)平成20年３月10日時点の自己株式の保有状況

　①発行済株式総数  124,432株

　②自己株式数   　　12,820株

１．親会社であるイー・アクセス株式会社との合併契約

　　締結の件

　当社は平成21年２月12日開催の取締役会において、株主

総会の承認を前提に、平成21年６月25日を効力発生日と

して、当社とイー・アクセス株式会社（以下、イー・アク

セスという。）が、イー・アクセスを存続会社として合併

をすることを決議し、同日付で合併契約書を締結しまし

た。また、その後同契約は平成21年３月27日開催の定時株

主総会において承認されました。

（１）合併の目的

　イー・アクセス及び当社は、両社の経営統合によるシナ

ジーの最大化を図るために、合併による両社の完全な経

営統合を実現することが営業力の強化及びコスト削減に

よる事業の収益力の維持・向上、ひいては両社の企業価

値の最大化を実現する上で最善の選択であるとの判断に

より、本合併を実施することとしました。

（２）合併する相手会社の概要

　①合併する相手会社の名称

　　イー・アクセス株式会社

　②合併する相手会社の主な事業の内容

　　電気通信事業

　③合併する相手会社の最近３年間の業績等

　 イー・アクセス株式会社（連結）

決算期
平成18年

３月期

平成19年

３月期

平成20年

３月期

売上高　　　　（百万円） 60,353 56,250 67,564

営業利益　　　（百万円） 9,375 1,049 7,092

経常利益（△損失）（百万円） 7,531 △1,564 △8,365

当期純利益（△損失）（百万円） 5,020 909 △6,351

純資産額　　　（百万円） 34,543 108,222 19,433

総資産額　　　（百万円） 194,174 237,837 121,590

従業員数　　　　　（名） 492 660 347

（３）合併の方法、合併に係る割当の内容

①合併方式

　イー・アクセスを存続会社とする吸収合併方式で、当社

は解散します。

②合併に係る割当の内容

　イー・アクセスは、本合併に際して、効力発生日前日の

最終の当社の株主名簿に記載又は記録された株主（イー

・アクセス及び当社を除きます。）に対し、その所有する

当社の普通株式の数に合併比率を乗じて得られる数の

イー・アクセスの普通株式を割り当て交付します。

 上記の合併比率とは、以下の数式により算出される比率

をいいます。ただし、合併比率は、小数点第３位まで算出

し、その小数点第３位を四捨五入します。

合併比率＝120,000円/イー・アクセス普通株式平均株価

　なお、「イー・アクセス普通株式平均株価」とは、東京

証券取引所における、平成21年５月25日（同日を含みま

す。）から平成21年６月５日（同日を含みます。）までの

各取引日のイー・アクセス普通株式の売買高加重
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 平均価格の単純平均値をいいます。

③合併に係る割当の内容の算定根拠

　イー・アクセス及び当社は、合併比率の算定の公正性を

担保するため、それぞれ両者から独立した第三者算定機

関かつファイナンシャル・アドバイザーを選任し、合併

対価の算定を依頼しました。

　また、合併比率の算出方法に関し、イー・アクセス及び

当社は、イー・アクセス株式の市場価格変動リスクを当

社株主が負担することを回避できることなどを考慮し、

上記３．②記載のとおり、当社株主が受領できる合併対

価（当社株式1株につき、120,000円に相当するイー・ア

クセス株式）を合併契約締結時に確定して合併比率を算

出する方法を採用しました。

　イー・アクセス及び当社は、当社の株式価値について

は、それぞれの第三者算定機関かつファイナンシャル・

アドバイザーによる算定結果を参考として、本公開買付

けにおける買付価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）が１株当たり120,000円であったこと、本合併は本

公開買付けからはじまる一連の取引であること、イー・

アクセス及び当社は、本合併における当社株式の評価に

ついては、特段の事情がない限り、本公開買付価格と同一

の価格とする予定である旨を公表していること、本公開

買付け終了日である平成20年11月28日から本日までの期

間に、当社の株式価値に重大な影響を及ぼす特段の事情

が存在しないこと、少数株主保護及び株主間の公平性等

を総合的に勘案し、協議・交渉を重ねた結果、１株

120,000円とすることが妥当と判断しました。

　他方、イー・アクセスの株式価値については、本合併の

効力発生日直前の株価によることが上記（３）②記載の

合併比率の算出方法に適合するものと考えられますが、

株式等振替制度上の事務対応のため一定の期間を効力発

生日前に設ける必要があること及び特定の取引日におけ

る過度の株価変動による影響を避ける必要があること等

を考慮し、上記（３）②記載の期間を設ける各取引日の

売買高加重平均価格の単純平均値とすることが妥当と判

断しました。

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関

する取扱い

　イー・アクセスは、本合併に際して、当社の新株予約権

者に対し、イー・アクセスの新株予約権及び金銭を交付

しません。なお、当社は、新株予約権付社債を発行してい

ません。

（５）合併の日程

合併決議取締役会（両社）　　平成21年２月12日（木）

合併契約締結（両社）　　　　平成21年２月12日（木）

合併承認定時株主総会（当社）平成21年３月27日（金）

合併比率決定日  　　　　　　平成21年６月５日（金）（予定）

最終売買日（当社）　  　　　平成21年６月18日（木）（予定）

上場廃止日（当社）　　　　　平成21年６月19日（金）（予定）

合併予定日（効力発生日）　　平成21年６月25日（木）（予定）
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （６）合併後の会社の商号、事業内容、本店所在地、代

　　　表者の氏名

(1) 商号 イー・アクセス株式会社

(2) 事業内容 電気通信事業

(3) 本店所在地
東京都港区虎ノ門二丁目10番1号　　

新日鉱ビル

(4) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 深田　浩仁

２．資金の調達

　当社は親会社イー・アクセス株式会社への貸付を目的

とし、リース会社６社への資産の売渡し及び同一資産の

割賦買受けの方法による資金調達を平成21年２月20日の

取締役会において決議し、これを実行しました。

　①売渡し物件　　　　ネットワーク機器

　②売渡し先　　　　　リース会社６社

　③売渡し代金　　　　5,213,601千円

　④賦払金支払期間　　平成21年２月28日～平成24年

　　　　　　　　　　　２月27日

　⑤利率　　　　　　　5.446％

　⑥契約日　　　　　　平成21年２月28日

　⑦資金使途　　　　　親会社イー・アクセス株式会

　　　　　　　　　　　社への貸付（注）

　（注）貸付の内容は以下のとおりです。

　　1)貸付金額　　　　4,799,952千円

　　2)貸付期間　　　　平成21年２月28日～平成24年

　　　　　　　　　　　２月27日

    3)契約日　　　　　平成21年２月28日

　　4)貸付条件　　　　調達条件を踏まえ、一般取引条　

　　　　　　　　　　　件と同様に決定しています。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 3,000,000 0.83 －

１年内に返済予定の長期借入金 1,774,905 － － －

１年内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。） 3,182,783 － － －

リース債務（１年内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 4,957,689 3,000,000 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しています。

２．当社は、平成21年３月25日を実行日として、親会社イー・アクセス株式会社への貸付を目的とした資金調達　　　

及び同社への貸付を行っています。詳細は、「（重要な後発事象）２．資金の調達」に記載のとおりです。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   7,191,854   11,358,846  

２．売掛金   5,104,064   4,165,615  

３．有価証券   1,999,255   －  

４．商品   511,458   118,639  

５．貯蔵品   18,230   9,676  

６．前払費用   250,848   142,960  

７．繰延税金資産   466,420   2,210,006  

８．未収入金   354,014   79,407  

９．リース債権 ※３  －   3,222,614  

10．その他   11,572   55,009  

貸倒引当金   △202,310   △40,662  

流動資産合計   15,705,409 54.1  21,322,112 66.6

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  305,403   264,707   

減価償却累計額  131,424 173,979  130,379 134,328  

(2）工具器具備品 ※2,4 5,982,575   13,800,100   

減価償却累計額 ※2,4 1,218,275 4,764,299  6,992,929 6,807,170  

(3）賃貸用資産  264,463   323,267   

減価償却累計額  192,694 71,768  195,419 127,847  

（4）建設仮勘定   71,484   23,283  

有形固定資産合計   5,081,532 17.5  7,092,631 22.2

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   2,147,143   1,697,669  

(2）ノウハウ利用権 ※１  153,343   100,124  

(3）電気通信施設利用権   5,288,939   －  

(4）屋内配線利用権   231,782   446,058  

(5）のれん   11,597   －  

(6）電話加入権   3,241   1,689  

無形固定資産合計   7,836,048 27.0  2,245,542 7.0
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前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）関係会社株式   6,382   206,382  

(2）長期前払費用   153,924   8,490  

(3）敷金及び差入保証金   235,795   220,894  

(4）繰延税金資産   －   912,963  

(5）その他   9,062   4,470  

投資その他の資産合計   405,165 1.4  1,353,201 4.2

固定資産合計   13,322,745 45.9  10,691,374 33.4

資産合計   29,028,155 100.0  32,013,487 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   4,343,568   3,435,591  

２．短期借入金 　  －   3,000,000  

３．一年内返済予定の長期
借入金

※４  1,774,905   －  

４．設備未払金   524,740   324,219  

５．未払費用   878,696   558,264  

６．未払法人税等   37,790   48,159  

７．未払消費税等   72,640   －  

８．預り金   51,693   46,618  

９．前受収益   4,140   －  

10．賞与引当金   63,687   43,787  

11．その他   13,735   15,593  

流動負債合計   7,765,598 26.8  7,472,236 23.3

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※４  3,182,783   －  

２．退職給付引当金   21,211   70,883  

固定負債合計   3,203,995 11.0  70,883 0.2

負債合計   10,969,594 37.8  7,543,119 23.6

 

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

 76/108



  
前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  12,986,236 44.7  16,693,636 52.1

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 6,922   3,714,322   

(2）その他資本剰余金 　 3,460,273   1,660,501   

資本剰余金合計 　  3,467,195 11.9  5,374,823 16.8

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 31,083   104,040   

(2）その他利益剰余金 　       

　繰越利益剰余金 　 1,574,043   2,491,756   

利益剰余金合計 　  1,605,127 5.5  2,595,797 8.1

４．自己株式 　  －   △193,889 △0.6

株主資本合計 　  18,058,560 62.2  24,470,368 76.4

純資産合計 　  18,058,560 62.2  24,470,368 76.4

負債純資産合計 　  29,028,155 100.0  32,013,487 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   35,047,986 100.0  29,946,068 100.0

Ⅱ　売上原価   26,835,887 76.6  22,240,250 74.3

売上総利益   8,212,098 23.4  7,705,818 25.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  100,077   21,405   

２．販売促進費  1,538,344   1,137,710   

３．役員報酬  72,671   67,240   

４．給与手当  964,031   960,907   

５．賞与引当金繰入額  33,239   23,457   

６．人材派遣費  231,947   147,487   

７．採用費  112,322   14,625   

８．退職給付費用  4,241   37,448   

９．地代家賃  221,919   221,166   

10．リース料  182,831   109,671   

11．外部顧問料  26,812   18,228   

12．業務委託費  1,125,223   849,587   

13．貸倒引当金繰入額  －   7,048   

14．減価償却費  75,345   104,516   

15．支払手数料  532,710   255,903   

16. 研究開発費 ※１ 150,968   7   

17．その他  814,021 6,186,708 17.7 750,893 4,727,306 15.8

営業利益   2,025,390 5.8  2,978,511 9.9

Ⅳ　営業外収益        

１．有価証券利息  －   34,054   

２．受取利息  4,810   1,340   

３．為替差益 　 －   191   

４．雑収入 ※２ 46,378 51,188 0.1 23,565 59,152 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  107,447   50,928   

２．株式交付費  1,705   1   

３．支払手数料  21,879   39,199   

４．為替差損  52   －   

５．雑損失  108 131,193 0.4 725 90,856 0.3

経常利益   1,945,386 5.6  2,946,807 9.8
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前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ －   6,192   

２．厚生年金基金代行部分
返上益

 76,005   －   

３．貸倒引当金戻入益  3,792 79,797 0.2 － 6,192 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 9,952   75,999   

２．減損損失 ※５ 16,513   394,740   

３．親子会社間の会計処理　
　統一に伴う修正額

※６ －   2,864,810   

４．関係会社株式評価損  83,617   300,000   

５．特別退職支援損失  －   127,125   

６．計画事業中止損失 ※７ 524,761   －   

７．その他  － 634,844 1.8 120,825 3,883,500 13.0

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

  1,390,339 4.0  △930,499 △3.1

法人税、住民税及び事業
税

 5,810   5,810   

法人税等調整額  △41,275 △35,465 △0.1 △2,656,548 △2,650,738 △8.8

当期純利益   1,425,804 4.1  1,720,238 5.7
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

事業費      

１．給与手当  723,019  649,466  

２．賞与引当金繰入額  25,145  16,463  

３．退職給付費用  3,895  24,966  

４．人材派遣費  639,443  509,201  

５．通信設備使用料  12,530,485  10,624,892  

６．設備リース料  3,994,860  2,222,740  

７. 機器レンタル料  1,872,397  1,469,676  

８．業務委託費  2,829,602  2,354,498  

９．減価償却費  1,857,331  1,996,185  

10．ADSLモデムに係る規定損
害金

 278,560  147,356  

11．商品評価損  5,560  －  

12．その他  1,798,188  2,058,453  

小計  26,558,489 99.0 22,073,901 99.3

商品原価      

期首商品棚卸高  257,975  511,458  

当期商品仕入高  1,233,378  403,975  

計  1,491,354  915,434  

他勘定振替 ※１ 696,281  614,384  

事業費商品評価損への振
替

 5,560  －  

事業費その他への振替  655  241  

特別損失その他への振替  －  15,819  

期末商品棚卸高  511,458  118,639  

小計  277,397 1.0 166,348 0.7

売上原価  26,835,887 100.0 22,240,250 100.0

（注）

前事業年度 当事業年度

※１．他勘定振替の内訳は次のとおりです。 ※１．他勘定振替の内訳は次のとおりです。

リース会社への販売額 695,881千円

販売促進費への振替額 399千円

計 696,281千円

リース会社への販売額 614,059千円

販売促進費への振替額 325千円

計 614,384千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

 株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成18年12月31日残高（千円） 12,970,314 3,263,014 197,259 － 1,111,605 17,542,193 17,542,193

事業年度中の変動額        

新株の発行 15,922 6,922    22,845 22,845

剰余金の配当     △932,282 △932,282 △932,282

剰余金の配当に伴う利益準備金

の積立
   31,083 △31,083 － －

資本準備金の額の減少  △3,263,014 3,263,014   － －

当期純利益     1,425,804 1,425,804 1,425,804

事業年度中の変動額合計（千円） 15,922 △3,256,091 3,263,014 31,083 462,438 516,366 516,366

平成19年12月31日残高（千円） 12,986,236 6,922 3,460,273 31,083 1,574,043 18,058,560 18,058,560

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

 

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金

株主資本合

計

繰越
利益剰余金

 

平成19年12月31日残高（千円） 12,986,236 6,922 3,460,273 31,083 1,574,043 － 18,058,560 18,058,560

事業年度中の変動額         

新株の発行 3,707,400 3,707,400     7,414,800 7,414,800

剰余金の配当     △729,568  △729,568 △729,568

剰余金の配当に伴う利益準備金の

積立
   72,956 △72,956  － －

自己株式の取得      △1,993,661 △1,993,661 △1,993,661

自己株式の消却   △1,799,772   1,799,772 － －

当期純利益     1,720,238  1,720,238 1,720,238

事業年度中の変動額合計（千円） 3,707,400 3,707,400 △1,799,772 72,956 917,713 △193,889 6,411,808 6,411,808

平成20年12月31日　残高（千円） 16,693,636 3,714,322 1,660,501 104,040 2,491,756 △193,889 24,470,368 24,470,368
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重要な会計方針

項　　目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

　　子会社株式

　移動平均法による原価法によってい

ます。

(1）有価証券

　　子会社株式

同左

 　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　移動平均法による原価法によって

います。

　　その他有価証券

　　　時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

　商品

(2）たな卸資産

　商品

 　　　総平均法による原価法によっていま

す。

同左

 　貯蔵品 　貯蔵品

 　　　最終仕入原価法によっています。 同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は下記のとおりで

す。

(1）有形固定資産

　定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は下記のとおりで

す。

 建物 ３～15年

工具器具備品 ３～10年

賃貸用資産 ６年

建物 ３～15年

工具器具備品 ３～10年

賃貸用資産 ６年

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年4月1日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更していま

す。

　この変更により損益に与える影響は軽

微です。

  

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しています。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純損失に与える影響は軽微で

す。

 (2）無形固定資産

ソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっています。

(2）無形固定資産

ソフトウェア

同左

 ノウハウ利用権

　見積利用可能期間に基づく均等償却

によっています。

ノウハウ利用権

同左
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項　　目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 電気通信施設利用権

　定額法によっています。なお、償却年

数は20年です。

電気通信施設利用権

同左

 

（会計方針の変更）

　従来、NTT収容局または中継局の設備

と当社のネットワーク設備を接続する

ために要する支出は、無形固定資産の電

気通信施設利用権として計上し、耐用年

数20年で減価償却を実施していました

が、当事業年度中に当社がイー・アクセ

ス株式会社の連結子会社となったこと

を契機に、「親子会社間の会計処理の統

一に関する当面の監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会　監査・保証実務

委員会報告第56号）の趣旨を踏まえ、親

子会社間の会計処理を統一することが

より合理的であると判断し、当事業年度

末において、当該会計処理の統一のため

の修正を行い、当該資産を有形固定資産

の工具器具備品として計上し、今後、耐

用年数３年から10年で減価償却を実施

することとしています。当該変更の結果

発生した従来の帳簿価額との差額（

2,864,810千円）は、「親子会社間の会計

処理統一に伴う修正額」として特別損

失に計上しています。なお、当事業年度

中の減価償却については、電気通信施設

利用権として、上記のように行っていま

す。

 のれん

　20年以内のその効果の及ぶ期間にわ

たり、定額法により償却しています。

のれん

同左

 屋内配線利用権

　収益の発生見込期間内の一定の年数

にわたり、定額法により償却していま

す。

屋内配線利用権

同左
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項　　目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 (追加情報）
　従来、光アクセスサービスに係る屋内
配線を使用可能とするための支出は、
売上原価として発生時に費用処理して
いましたが、金額的重要性が増して来
たため当事業年度より無形固定資産
（屋内配線利用権）に計上の上、当該
回線から得られる収益の発生見込期間
内の一定の年数にわたり償却を行うこ
ととします。
　この結果、従来の方法と比較して売上
原価が231,782千円減少し、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益が同額
増加しています。

―――――

 (3）長期前払費用

　均等償却によっています。

(3）長期前払費用

同左

３．繰延資産の処理方法 　株式交付費

　全額発生時の費用として処理していま

す。

　株式交付費

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度が負担

すべき額を計上しています。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

残高の見込額に基づき、当期末に発生し

ていると認められる額を計上していま

す。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の年数（11.2

年）による定額法により費用処理して

います。

(3）退職給付引当金

同左

 （追加情報） 

　当社の加入するエヌ・ティ・ティ厚生

年金基金は確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成15年９月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受け、ま

た、平成19年７月1日に過去分返上の認

可を受けました。

　なお、当事業年度の損益に与える影響

額は、特別利益（厚生年金基金代行部分

返上益）として76,005千円を計上して

います。

―――――
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項　　目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンスリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっています。

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、借手側の場合は、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、貸手側の場合は、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっています。

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　消費税及び地方消費税の処理方法

　税抜方式によっています。

　消費税及び地方消費税の処理方法

同左
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

――――― （損益計算書）

　 　前事業年度において営業外収益の「受取利息」に含めて

計上していました「有価証券利息」（前事業年度4,575千

円）は、金額的に重要となったため、当事業年度より区分

掲記しています。　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

※１．ノウハウ利用権

　ノウハウ利用権は、Covad Communications　Group, Inc.

が独自に開発したOSSソフトウェアの日　　　　　本にお

ける独占使用権の供与を受けるための対価及び当該ソ

フトウェアのカスタマイズに要した支出であります。

※１．ノウハウ利用権

　　　　　　　　　　同左

※２．　　　　　　　　 ――――― ※２．減価償却累計額に含まれる減損損失累計額

　減価償却累計額に含まれる減損損失累計額は

48,122千円です。 

※３．　　　　　　　　 ――――― ※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

リース債権 3,222,614千円

※４．担保に供している資産

 工具器具備品　　　　　　　　　3,785,509千円

 

　上記物件は1年内に返済予定の長期借入金の内

974,905千円、長期借入金の内2,582,783千円の担保に

供しています。

※４．　　　　　　　　 ―――――

　５．借入枠の実行状況

　当社は、運転資金並びに今後成長が予測される事

業への投資に必要な資金調達を行うため、取引金融

機関11行とのコミットメントライン契約及び当座
貸越契約を締結しています。 

コミットメントライン及び当座貸越

限度額の総額

 

14,500,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 14,500,000千円

　５．借入枠の実行状況

　当社は、運転資金並びに手元流動性を補完するた

め、取引金融機関５行とのコミットメントライン契

約及び当座貸越契約を締結しています。

 

コミットメントライン及び当座貸越

限度額の総額

 

6,000,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

　　　差引額 3,000,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

　　　総額は、150,968千円です。

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

　　　総額は、7千円です。

※２．雑収入のうち主要なものは次のとおりです。 ※２．雑収入のうち主要なものは次のとおりです。

受取違約金

受取報奨金

7,330千円

24,379千円

受取違約金 6,654 千円

※３．　　　　　　　　 ――――― ※３．固定資産売却益の内容

　 　

　 　

　 　

賃貸用資産    415千円

その他      5,777千円

計      6,192千円

※４．固定資産除却損の内容 ※４．固定資産除却損の内容

賃貸用資産 5,351千円

工具器具備品 361千円

ソフトウェア 383千円

屋内配線利用権 3,855千円

計 9,952千円

建物      20,021千円

工具器具備品 1,438千円

賃貸用資産    3,984千円

ソフトウェア      644千円

屋内配線利用権 27,161千円

その他      22,750千円

計 75,999千円

※５．　　　　　　　　 ――――― ※５．減損損失の内容

 場所 用途 種類 減損損失　

東京都 事業用資産

工具器具備品 57,328千円
賃貸用資産 496千円
リース資産 20,779千円
ソフトウェア 207,302千円
のれん 9,741千円
電話加入権 1,551千円
長期前払費用 96,200千円
その他 1,338千円

合計 394,740千円

　当社は、事業用資産については原則としてブ

ロードバンドアクセスサービス事業としてグ

ルーピングを実施しています。

　上記資産については、ブロードバンドアクセス

サービス事業の映像コミュニケーションサービ

ス等の不採算事業のリストラクチャリングの意

思決定を行ったため、同事業等で使用していた資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失に計上しています。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しています。

※６．　　　　　　　　 ――――― ※６．親子会社間の会計処理統一に伴う修正額の内容

　 　「重要な会計方針　２.固定資産の減価償却の方法　

（２）無形固定資産　電気通信施設利用権　（会計

方針の変更）」に記載のとおりです。
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前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※７．計画事業中止損失の内容 ※７．　　　　　　　　 ―――――

　特別損失に計上している計画事業中止損失は、

WiMAXを用いた無線ブロードバンド事業の実施に

関する事業企画会社として株式会社アッカ・ワイ

ヤレスを設立し、同社と共に当該事業実施に関する

総合的な調査・検討を行い、総務省が交付する同事

業免許を取得するために必要な準備を行ってきま

したが、免許取得に至らなかったため、当該計画事

業中止に伴う損失を計上しています。

　なお、当該損失には関係会社株式評価損300,000千

円及び関係会社に対する未収入金の貸倒引当金繰

入額154,918千円を含んでいます。

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注１、２） － 13,648 12,000 1,648

合計 － 13,648 12,000 1,648

（注）１.自己株式の増加数は、自己株式の取得による増加13,648株です。

　　　２.自己株式の減少数は、自己株式の消却による減少12,000株です。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 工具器具備品

取得価額相当額 11,241,208千円

減価償却累計額相当額 7,260,760千円

減損損失累計額相当額 3,463千円

期末残高相当額 3,976,983千円

 工具器具備品

取得価額相当額 5,645,004千円

減価償却累計額相当額    3,103,090千円

減損損失累計額相当額      783千円

期末残高相当額    2,541,130千円

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額　

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額　

１年内 1,830,653千円

１年超 2,230,956千円

合計 4,061,610千円

リース資産減損勘定の残高 3,463千円

１年内      896,165千円

１年超    1,703,616千円

合計    2,599,782千円

リース資産減損勘定の残高      783千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,318,504千円

リース資産減損勘定の取崩額 7,093千円

減価償却費相当額 4,067,489千円

支払利息相当額 169,457千円

減損損失 7,782千円

支払リース料    2,026,824千円

リース資産減損勘定の取崩額      23,635千円

減価償却費相当額    1,903,300千円

支払利息相当額      97,233千円

減損損失      20,779千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分については、利息法

によっています。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

（単位：千円） （単位：千円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 23,756

貸倒引当金 74,408

固定資産除却損 219

商品評価損 178,989

リース解約損 1,480

概算計上費用 851,694

退職給付引当金 8,631

関係会社株式評価損 156,094

欠損金 2,591,069

その他 30,431

繰延税金資産小計 3,916,775

評価性引当額 △3,450,354

繰延税金資産合計 466,420

繰延税金資産  

賞与引当金 16,248

貸倒引当金 9,811

親子会社間の会計処理統一に伴う

修正額

1,165,977

減損損失 145,370

関係会社株式評価損 278,232

商品評価損 77,286

リース解約損 318

概算計上費用 675,000

退職給付引当金 28,497

欠損金 1,854,216

その他 36,250

繰延税金資産小計 4,287,210

評価性引当額 △1,164,241

繰延税金資産合計 3,122,969

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

評価性引当額の減少 △44.3％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
△2.6％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

評価性引当額の減少 245.7％

その他 △1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
284.9％

（企業結合等）

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 145,127円94銭

１株当たり当期純利益 11,464円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 11,452円89銭

１株当たり純資産額 141,796円38銭

１株当たり当期純利益 12,541円84銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載していません。

（注）１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 18,058,560 24,470,368

純資産の部の合計から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 18,058,560 24,470,368

期末の普通株式の発行済株式数（株） 124,432 174,222

期末の普通株式の自己株式数（株） － 1,648

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
124,432 172,574

　　 　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,425,804 1,720,238

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,425,804 1,720,238

期中平均株式数（株） 124,368 137,160

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 125 －

　（うち新株引受権（株）） 　　　　　（54） (－)

  （うち新株予約権（株）） （71） (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予

約権５種類（新株予約権の数2,388

個）

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第

280条ノ21並びに旧商法第280条ノ

19及び旧新事業創出促進法第11条

の５の規定に基づく新株予約権等

７種類（新株予約権の数2,347個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．子会社の増資及び債権放棄

　平成20年2月14日開催の当社取締役会決議により、当社
の100％連結子会社である株式会社アッカ・ワイヤレス
に対し増資及び債権の放棄を行うことを決定いたしまし

た。

　増資及び債権の放棄の理由といたしましては、株式会社

アッカ・ワイヤレスは、今後成長が見込まれる無線ブ

ロードバンド事業を企画・展開するにあたり、財務体質

の強化が必要とされており、資本政策の一環として株主

割当増資を行い、当社が全額引受け及び債権の放棄をい

たします。

　増資及び債権の放棄の内容は以下のとおりです。

　①子会社増資の内容

　　発行新株式数：　普通株式10,000株
　　増資後発行済株式総数：　16,000株
　　発行価額：　１株につき金50,000円
　　申込期日：　平成20年2月25日
　　割当先：　当社10,000株（100％）
　②債権の放棄の内容

　　未収入金：　154,918千円
　③子会社の概要

　　商号株式会社：　株式会社アッカ・ワイヤレス

　　所在地：　東京都千代田区有楽町一丁目12番1号
　　　　　　　新有楽町ビル

　　代表者氏名：　代表取締役社長　木村正治

　　主な事業内容：　無線ブロードバンド事業

　　設立年月日：　平成19年7月3日
　　資本金増資前：　資本金　　 300,000千円
　　資本金増資後：　資本金　　 550,000千円
　　　　　　　　　　資本準備金 250,000千円
　　当社出資比率：　増資前 100％ 増資後 100％
　④業績に与える影響

　　翌事業年度の損益に与える影響はありません。

２．自己株式取得

自己株式取得

　当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、会
社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき自
己株式の取得をすることを決議し、平成20年３月７日よ
り自己株式の取得を行っています。その内容は以下のと

おりです。

　自己株式の取得の状況

①取得の理由　経営環境の変化に対応した機動的な

　　　　　　　資本政策を行うため

②取得した株式の種類  当社普通株式

③取得した株式の総数  12,820株
④取得価額　1株につき150,000円
⑤取得総額　1,923,000千円
⑥取得の方法　株式会社ジャスダック証券取引所にお　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　ける自己株式取得のための固定価格取

　　　　　　　引による買付け　　　　　

　なお、取得した株式の総数及び取得総額には、平成20年
３月11日からこの有価証券報告書提出日までの買取状況
は含まれていません。

１．親会社であるイー・アクセス株式会社との合併契約

　　締結の件

　当社は平成21年２月12日開催の取締役会において、株主
総会の承認を前提に、平成21年６月25日を効力発生日と
して、当社とイー・アクセス株式会社（以下、イー・アク

セスという。）が、イー・アクセスを存続会社として合併

をすることを決議し、同日付で合併契約書を締結しまし

た。また、その後同契約は平成21年３月27日開催の定時株
主総会において承認されました。

（１）合併の目的

　イー・アクセス及び当社は、両社の経営統合によるシナ

ジーの最大化を図るために、合併による両社の完全な経

営統合を実現することが営業力の強化及びコスト削減に

よる事業の収益力の維持・向上、ひいては両社の企業価

値の最大化を実現する上で最善の選択であるとの判断に

より、本合併を実施することとしました。

（２）合併する相手会社の概要

　①合併する相手会社の名称

　　イー・アクセス株式会社

　②合併する相手会社の主な事業の内容

　　電気通信事業

　③合併する相手会社の最近３年間の業績等

　 イー・アクセス株式会社（連結）

決算期
平成18年

３月期

平成19年

３月期

平成20年

３月期

売上高　　　　（百万円） 60,353 56,250 67,564

営業利益　　　（百万円） 9,375 1,049 7,092

経常利益（△損失）（百万円） 7,531 △1,564 △8,365

当期純利益（△損失）（百万円） 5,020 909 △6,351

純資産額　　　（百万円） 34,543 108,222 19,433

総資産額　　　（百万円） 194,174 237,837 121,590

従業員数　　　　　（名） 492 660 347

（３）合併の方法、合併に係る割当の内容

①合併方式

　イー・アクセスを存続会社とする吸収合併方式で、当社

は解散します。

②合併に係る割当の内容

　イー・アクセスは、本合併に際して、効力発生日前日の

最終の当社の株主名簿に記載又は記録された株主（イー

・アクセス及び当社を除きます。）に対し、その所有する

当社の普通株式の数に合併比率を乗じて得られる数の

イー・アクセスの普通株式を割り当て交付します。

　上記の合併比率とは、以下の数式により算出される比率

をいいます。ただし、合併比率は、小数点第３位まで算出

し、その小数点第３位を四捨五入します。

合併比率＝120,000円/イー・アクセス普通株式平均株価
　なお、「イー・アクセス普通株式平均株価」とは、東京

証券取引所における、平成21年５月25日（同日を含みま
す。）から平成21年６月５日（同日を含みます。）までの
各取引日のイー・アクセス普通株式の売買高加重
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前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

（ご参考）

(1)平成20年３月６日開催の取締役会決議の内容

　①取得する株式の種類　当社普通株式

　②取得する株式の総数　15,000株（上限）

 　　　　　（発行済株式総数に占める割合12.05％）

　③株式の取得価額の総額　2,400,000千円（上限）

　④自己株式取得の日程　平成20年３月７日～平成20

                        年12月31日

(2)自己株式の取得方法

　平成20年３月６日の当社普通株式の終値150,000円　で、

平成20年３月７日午前８時45分の株式会社ジャスダック

証券取引所における自己株式のための固定価格取引とし

て買付けの委託を行いました（その他の取引制度や取引

時間への変更は行っていません）。当該買付け注文は、当

該取引時間限りの注文としました。

(3)平成20年３月10日時点の自己株式の保有状況

　①発行済株式総数  124,432株

　②自己株式数   　　12,820株

平均価格の単純平均値をいいます。

③合併に係る割当の内容の算定根拠

　イー・アクセス及び当社は、合併比率の算定の公正性を

担保するため、それぞれ両者から独立した第三者算定機

関かつファイナンシャル・アドバイザーを選任し、合併

対価の算定を依頼しました。

　また、合併比率の算出方法に関し、イー・アクセス及び

当社は、イー・アクセス株式の市場価格変動リスクを当

社株主が負担することを回避できることなどを考慮し、

上記（３）②記載のとおり、当社株主が受領できる合併

対価（当社株式1株につき、120,000円に相当するイー・

アクセス株式）を合併契約締結時に確定して合併比率を

算出する方法を採用しました。

　イー・アクセス及び当社は、当社の株式価値について

は、それぞれの第三者算定機関かつファイナンシャル・

アドバイザーによる算定結果を参考として、本公開買付

けにおける買付価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）が１株当たり120,000円であったこと、本合併は本

公開買付けからはじまる一連の取引であること、イー・

アクセス及び当社は、本合併における当社株式の評価に

ついては、特段の事情がない限り、本公開買付価格と同一

の価格とする予定である旨を公表していること、本公開

買付け終了日である平成20年11月28日から本日までの期

間に、当社の株式価値に重大な影響を及ぼす特段の事情

が存在しないこと、少数株主保護及び株主間の公平性等

を総合的に勘案し、協議・交渉を重ねた結果、１株

120,000円とすることが妥当と判断しました。

　他方、イー・アクセスの株式価値については、本合併の

効力発生日直前の株価によることが上記（３）②記載の

合併比率の算出方法に適合するものと考えられますが、

株式等振替制度上の事務対応のため一定の期間を効力発

生日前に設ける必要があること及び特定の取引日におけ

る過度の株価変動による影響を避ける必要があること等

を考慮し、上記（３）②記載の期間を設ける各取引日の

売買高加重平均価格の単純平均値とすることが妥当と判

断しました。

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関

する取扱い

　イー・アクセスは、本合併に際して、当社の新株予約権

者に対し、イー・アクセスの新株予約権及び金銭を交付

しません。なお、当社は、新株予約権付社債を発行してい

ません。

（５）合併の日程

合併決議取締役会（両社）　　平成21年２月12日（木）

合併契約締結（両社）　　　　平成21年２月12日（木）

合併承認定時株主総会（当社）平成21年３月27日（金）

合併比率決定日  　　　　　　平成21年６月５日（金）（予定）

最終売買日（当社）　  　　　平成21年６月18日（木）（予定）

上場廃止日（当社）　　　　　平成21年６月19日（金）（予定）

合併予定日（効力発生日）　　平成21年６月25日（木）（予定）
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前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 （６）合併後の会社の商号、事業内容、本店所在地、代表

者の氏名

(1) 商号 イー・アクセス株式会社

(2) 事業内容 電気通信事業

(3) 本店所在地
東京都港区虎ノ門二丁目10番1号

新日鉱ビル

(4) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 深田　浩仁

２．資金の調達

　当社は親会社イー・アクセス株式会社への貸付を目的

とし、リース会社６社への資産の売渡し及び同一資産の

割賦買受けの方法による資金調達を平成21年２月20日の

取締役会において決議し、これを実行しました。

　①売渡し物件　　　　ネットワーク機器

　②売渡し先　　　　　リース会社６社

　③売渡し代金　　　　5,213,601千円

　④賦払金支払期間　　平成21年２月28日～平成24年

　　　　　　　　　　　２月27日

　⑤利率　　　　　　　5.446％

　⑥契約日　　　　　　平成21年２月28日

　⑦資金使途　　　　　親会社イー・アクセス株式会

　　　　　　　　　　　社への貸付（注）

　（注）貸付の内容は以下のとおりです。

　　1)貸付金額　　　　4,799,952千円

　　2)貸付期間　　　　平成21年２月28日～平成24年

　　　　　　　　　　　２月27日

    3)契約日　　　　　平成21年２月28日

　　4)貸付条件　　　　調達条件を踏まえ、一般取引条　

　　　　　　　　　　　件と同様に決定しています。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

 該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 305,403 2,856 43,551 264,707 130,379 22,484 134,328

工具器具備品
5,982,575

 

7,871,322

 

53,796

 

13,800,100

 

6,992,929

 

793,359

(57,328)

6,807,170

 

賃貸用資産
264,463

 

90,501

 

31,696

 

323,267

 

195,419

 

26,652

(496)

127,847

 

建設仮勘定 71,484 775,508 823,709 23,283 － － 23,283

有形固定資産計
6,623,926

 

8,740,187

 

952,755

 

14,411,358

 

7,318,727

 

842,497

(57,825)

7,092,631

 

無形固定資産        

ソフトウェア
4,175,262

 

539,390

 

861,353

(207,302)

3,853,300

 

2,155,630

 

781,297

 

1,697,669

 

ノウハウ利用権 264,476 － － 264,476 164,351 53,218 100,124

電気通信施設利用権 7,078,789 68,227 7,147,016 － － 355,635 －

屋内配線利用権 253,664 318,259 33,620 538,303 92,245 76,822 446,058

のれん
13,916

 

－

 

9,741

(9,741)

4,175

 

4,175

 

1,855

 

－

 

電話加入権
3,241

 

－

 

1,551

(1,551)

1,689

 

－

 

－

 

1,689

 

無形固定資産計
11,789,351

 

925,877

 

8,053,283

(218,596)

4,661,945

 

2,416,402

 

1,268,830

 

2,245,542

 

長期前払費用

　

238,790

 

467

 

98,700

(96,200)

140,557

 

132,066

 

47,199

 

8,490

 

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

（有形固定資産）    

工具器具備品 建設仮勘定の振替による増加 683,211千円

　 会計方針の変更による増加（注６） 7,147,016千円

建設仮勘定 ネットワーク設備購入による増加 685,567千円

（無形固定資産）    

ソフトウェア 社内業務用システムの購入による増加 539,390千円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりです。

（無形固定資産）    

ソフトウェア 社内業務用システムの償却終了による減少 636,156千円

電気通信施設利用権 会計方針の変更による減少（注６） 7,147,016千円

３．「当期減少額」及び「当期償却額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額です。

４．減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて記載しています。

５．減損損失の注記については、第５経理の状況２財務諸表等（1）財務諸表　注記事項（損益計算書関係）に

記載しています。

６．会計方針の変更による増加及び減少については、第５経理の状況２財務諸表等（1）財務諸表　重要な会計

方針２.固定資産の減価償却の方法（２）無形固定資産　電気通信施設利用権（会計方針の変更）

に記載しています。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 202,310 40,662 168,696 33,613 40,662

賞与引当金 63,687 43,787 63,687 － 43,787

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権回収による減少18,296千円、洗替による戻入額15,317千円です。

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

 97/108



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 24

預金  

普通預金 6,358,662

別段預金 159

定期預金 5,000,000

計 11,358,822

合計 11,358,846

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 1,925,845

株式会社エヌ・ティ・ティ　ピー・シー　コミュニケー

ションズ
939,056

ＫＤＤＩ株式会社 542,564

ソフトバンクテレコム株式会社 239,647

イー・アクセス株式会社 190,820

その他 327,680

合計 4,165,615

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────

2
──────

(B)
─────

366

5,104,064 31,443,371 32,381,820 4,165,615 88.6 53.9

　（注）当期発生高には消費税等が含まれています。

ハ．商品

区分 金額（千円）

モデム 115,464

無線LANカード等 3,174

合計 118,639

ニ．貯蔵品

区分 金額（千円）

モデム付属品 8,431
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区分 金額（千円）

販売促進用物品 880

その他 364

合計 9,676

ホ．繰延税金資産（流動資産）

区分 金額（千円）

欠損金 1,512,949

概算計上費用 559,328

商品評価損 77,286

その他 60,441

合計 2,210,006

ヘ．リース債権

区分 金額（千円）

DSL関連設備 3,222,614

合計 3,222,614

②　負債の部

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 1,044,261

東日本電信電話株式会社 581,273

西日本電信電話株式会社 337,519

ＮＥＣアクセステクニカ株式会社 260,581

株式会社日立物流 123,218

その他 1,088,737

合計 3,435,591

ロ．短期借入金

借入先 金額（千円）

農林中央金庫 2,000,000

横浜銀行 1,000,000

合計 3,000,000

ハ．未払費用

相手先 金額（千円）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 89,978

イー・モバイル株式会社 49,045

麹町社会保険事務所 33,064

株式会社ラザードフレール 31,500
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相手先 金額（千円）

東日本電信電話株式会社 28,145

その他 326,530

合計 558,264

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換  

取扱場所
東京都中央区八重洲二丁目３番１号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人（注１）
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所（注２） 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料（注３）

単元未満株式の買取  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注１）平成21年3月28日より株主名簿管理人を東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に変

更します。
　
（注２）「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第88号）の施行に伴い、平成20年12月12日開催の取締役会決議により平成21年1月5日を効力発生日とす

る株式取扱規程の改正を行い、該当事項はなくなっています。
　
（注３）株券の喪失により再発行する場合は、手数料として株券喪失登録の請求１件につき、10,000円、請求に係る株券１

枚につき500円を徴収します。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定（主要株主

の異動）に基づく報告書です。

平成20年３月10日 

関東財務局長に提出。 

有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

第８期

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

平成20年３月28日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）

です。

平成20年４月４日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年４月１日　至平成20年４月30日）

です。

平成20年５月15日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年５月１日　至平成20年５月31日）

です。

平成20年６月13日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年６月１日　至平成20年６月30日）

です。

平成20年７月10日 

関東財務局長に提出。 

有価証券報告書

の訂正報告書

事業年度

第８期

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

平成20年７月30日 

関東財務局長に提出。 

有価証券届出書及び添付書類 有価証券届出書（第三者割当による新株式の発行）及び

添付書類です。

平成20年７月31日 

関東財務局長に提出。 

有価証券届出書の訂正届出書 平成20年７月31日提出の有価証券届出書の訂正届出書で

す。

平成20年８月４日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年７月１日　至平成20年７月31日）

です。

平成20年８月14日 

関東財務局長に提出。 

有価証券届出書の訂正届出書 平成20年７月31日提出の有価証券届出書の訂正届出書で

す。

平成20年８月14日 

関東財務局長に提出。 

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（親会社の

異動）に基づく報告書です。

平成20年８月15日 

関東財務局長に提出。 

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定（主要株主

の異動）に基づく報告書です。

平成20年８月15日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年８月１日　至平成20年８月31日）

です。

平成20年９月８日 

関東財務局長に提出。 

半期報告書 事業年度

第９期中

自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日

平成20年９月17日

関東財務局長に提出。

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定（代表取締

役の異動）に基づく報告書です。

平成20年10月１日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年９月１日　至平成20年９月30日）

です。

平成20年10月10日 

関東財務局長に提出。 
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自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年10月１日　至平成20年10月31日）

です。

平成20年11月12日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年11月１日　至平成20年11月30日）

です。

平成20年12月12日 

関東財務局長に提出。 

自己株券買付状況報告書 金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書

（報告期間　自平成20年12月１日　至平成20年12月31日）

です。

平成21年１月９日 

関東財務局長に提出。 

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定（吸収

合併の決定）に基づく報告書です。

平成21年２月12日 

関東財務局長に提出。 

臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定（監査

公認会計士等の異動）に基づく報告書です。

平成21年３月27日 

関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社アッカ・ネットワークス(E04480)

有価証券報告書

104/108



 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成２０年３月２８日

株式会社　アッカ・ネットワークス    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　良夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アッカ・ネットワークスの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アッカ・ネットワークス及び連結子会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に、自己株式の取得に関する事項が記載されている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しています。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成２１年３月２７日

株式会社　アッカ・ネットワークス    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　良夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アッカ・ネットワークスの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アッカ・ネットワークス及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

①「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、会社は従来ＮＴＴ収容局又は中継局の

設備と会社のネットワーク設備を接続するために要する支出を無形固定資産の電気通信施設利用権として計上し、減価

償却を実施していたが、今後当該資産を有形固定資産の工具器具備品として計上し、減価償却を実施することとしてい

る。

②重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２１年２月１２日開催の取締役会において、株主総会の承認を前提

に、平成２１年６月２５日を効力発生日として、会社とイー・アクセス株式会社が、イー・アクセス株式会社を存続会社

として合併することを決議し、同日付で合併契約書を締結した。また、その後同契約は平成21年３月27日開催の定時株主

総会において承認された。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しています。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成２０年３月２８日

株式会社　アッカ・ネットワークス    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　良夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アッカ・ネットワークスの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第８期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アッ

カ・ネットワークスの平成１９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に、自己株式の取得に関する事項が記載されている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しています。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成２１年３月２７日

株式会社　アッカ・ネットワークス    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　良夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アッカ・ネットワークスの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アッ

カ・ネットワークスの平成２０年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

①「重要な会計方針」に記載されているとおり、会社は従来ＮＴＴ収容局又は中継局の設備と会社のネットワーク設備を

接続するために要する支出を無形固定資産の電気通信施設利用権として計上し、減価償却を実施していたが、今後当該資

産を有形固定資産の工具器具備品として計上し、減価償却を実施することとしている。

②重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２１年２月１２日開催の取締役会において、株主総会の承認を前提

に、平成２１年６月２５日を効力発生日として、会社とイー・アクセス株式会社が、イー・アクセス株式会社を存続会社

として合併することを決議し、同日付で合併契約書を締結した。また、その後同契約は平成21年３月27日開催の定時株主

総会において承認された。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しています。
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